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要 約 

 

1. 事業の背景 

1.1 背景 

ホンジュラス共和国（以下、「ホ」国と称する。）は、人口約 810 万人(2013 年 世界銀行)、面積 11.2 万 km2、

グアテマラ、エルサルバドル、ニカラグアの 3 国と国境を接し、北部がカリブ海に面する中米の国である。首

都のテグシガルパ市は「ホ」国のほぼ中央部に位置し、東西 10km、南北 12km、面積約 120km2 で周囲を標

高 1,200～1,800m の山々に囲まれた行政と商業の中心地である。 

「ホ」国政府は、国民の生活環境の改善と貧困者救済を重要施策の一つに掲げ、上下水道の整備に力を

入れており、上水道分野において安全な水の安定供給を目指すとともに、貧困者に対する給水サービスの

向上を目標としている。世界保健機構(WHO－JMP，2006 年)が集計した「ホ」国における上水道サービスの

普及率の推移は 2004 年時点で水道への接続を有する割合は都市部 95%、地方部 81%となっている。しかし、

給水率は高いものの、水道サービスとして有すべき水量や水質が十分に確保できていないのが現状である。

また、時間給水が全国的に生じているなど、水源の不足が大きな課題となっている。このため、「ホ」国政府

は水道施設の整備を最重要課題の一つに位置づけ、長期的には 2015 年の水道普及率を 95%まで向上さ

せることを目標に掲げている。 

地方都市の場合、水道施設の運営管理は国家上下水道公社（ Servicio Autonomo Nacional de 

Acueductos y Alcantarillado; SANAA)の地域局が担っているが、その多くの施設の老朽化や整備の遅れが

見られる。「ホ」国の場合、水道施設の建設費用に対する債務は中央政府が責任を持ち、別会計で管理さ

れているため、SANAAが直接建設費を負担するシステムにはなっていない。そして、SANAA地方局は浄水

場運転や配水管の維持管理費用などを受け持っている。 

今回対象となるラ・セイバ市の給水は、現状においてもSANAAが管轄しており、SANAAによる給水サービ

ス普及率は市内の約50%となっている。水源量の80%は河川からの表流水であるが、近年の気候変動の影響

により、降雨量が減少傾向にあり、山の貯水量も減少してきており、渇水のため乾期の取水量は通常時の

60%減となることや、カーニバル等の観光シーズンには需要が急増し給水量が不足する。また、未給水地域

では水源の多くが井戸水を利用しているが、地下水には塩分と鉄分を多く含むことから飲料水には適さない

など、新たな給水システムの整備が急務となっている。 

また、「ホ」国は、アメリカ国への不法移民がメキシコ、エルサルバトル、グァテマラに次いで36万人（2012

年、アメリカ国土安全保障省）と4番目に多く大きな問題となっており、特にカリブ海に面し、地理的にアメリカ

国に近いラセイバ市は、不法移民問題の影響が大きいと考えられる。一方、西部、中部地域は開発するた

めの土地が少ないため、東部地域への開発が進んでいく中で、ラ・セイバ市の中でも社会基盤開発の遅れ

ている東部地域に水道を整備することで経済発展につながり、不法移民の原因となっている貧困に対する

削減の一助となると考えられる。 

さらに、「ホ」国はラテンアメリカの中で近年の気候変動による自然災害対応に関して最も脆弱な国の一つ

として挙げられている。中でも、海岸都市であるラ・セイバ市は特に懸念されており、米州開発銀行（BID）に

より調査も行われている（Adaptación al Cambio Climático y Manejo Integrado de los Recursos Hídricos en La 

Ceiba, Honduras）。調査結果によれば、海面上昇やそれに伴う高潮の影響のため海水の浸入により地下水
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の塩分濃度が高まるなどの危険性が高まることや、気候変動による降雨の減少の影響で地下水の涵養が減

少しているため、地下水を主な水源としている東部地域の水道システムの改善は急務である。 

1.2 目的 

対象とされたラ・セイバ市の水道施設の改善計画について、「ホ」国の水道事業実施機関の担当者等と協

議、質疑応答や現地視察等を通じて、飲料水供給の課題解決の具体的方策を検討し、プロジェクトの妥当

性、優位性、緊急性等を確認する。また、日本の援助による実現を想定しているため、日本の無償資金協力

の制度や仕組みに則って、プロジェクトの内容・規模等を適切な内容となるよう形成・指導することを目的と

する。 

 

2. ラ・セイバ市の水道事業の現状と問題点 

 

表-1 対象都市の水道サービス指標（SANAA、2015年） 

県名 都市名 人口 

（人） 

給水人口

（人） 

水道普及率 

（％） 

給水面積 

（km2） 

水道施設 

管理者 

アトランティダ県 ラ・セイバ市 219,125 102,545 46.8% 39.07 km2 SANAA 

 

ラ・セイバ市の給水地域は図-1に示す通り、西部、中央部、東部の3地域に大別されている。西部地域は

ボニート川を主な水源としているほか井戸1本から供給されている。中部地域は、ダント川およびその支流を

水源とし、市の西側に位置するメルガル浄水場にて処理された浄水、および井戸6本から揚水された地下水

が水源となっている。東部地域ではメルガル浄水場からの浄水が一部エリアに配水されているものの、

SANAAによる給水率は15％程度と低く、その他未給水部分においては、おおむね水委員会が形成さてて

おり井戸を利用した給水が実施されている。 

市内の水道施設の構成を図‐2に示す。 

 

図-1 ラ・セイバ市全域と給水地域 
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表-2 SANAAによる給水地域ごとの給水普及率と水源 

給水地域 
2015 年人口 接続数 給水人口 普及率 水源 

人 戸 人 ％ 

西部 30,138 5,614 28,631 95 ボニート川水系＋1 井戸 

中部 56,034 10,987 56,034 100 ダント川水系＋6 井戸 

東部 117,968 3,493 17,814 15 ダント川水系 

合計 204,140 20,094 102,479 50  

 
人口ﾃﾞｰﾀ INE 

 
5.1 人/戸 (SANAA による)  

図-2 ラ・セイバ市の既存水道施設の構成 

（１）水源 

1）ダント川水系 

ダント川水系では、ブルガリア取水口・カロナ取水口・デリシャス取水口・カリアス取水口の４か所から取

水を行っている。 

ブルガリア取水口、カロナ取水口からは、自然流下によりセピス浄水場へ取水されている。通常時は濁

度も少なく良好な水を取水しているが、雨季や降雨後は、濁度が高くなる傾向がある。デリシャス取水口

ではポンプ汲み上げにより、アスコナ浄水場に導水されている。デリシャス取水口も、同様に通常時は濁

度も少なく良好な水であるものの、雨季や降雨後は、濁度があがる傾向にある。また、乾季には既設取水

口からのポンプ組み上げが機能不足となるまで水位が下がることがある。カリアス取水口からの導水は、

浄水場には送られず、塩素注入のみで中部地域へ直接配水を行っている。 
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2）ボニート川水系 

 ボニート取水口からの導水は、塩素注入のみの処理で、西部地域への直接配水を行っている。雨季は

濁度が高くなるため配水は行っていない。 

 

表‐3 ラ・セイバ市の表流水の水源 

取水堰名 河川名 取水方式 取水量（通常時）

（L/s） 

標高 

（m） 

建設年 導水先 

ブルガリア 

ダント 

堰 146 152.0 - セピス浄水場 

カロナ 堰 69 141.0 2007 セピス浄水場 

カリアス 堰 44  75.2 1914 直接配水（塩素消毒） 

デリシャス 堰、ポンプ 581  18.7 1986 アスコナ浄水場 

ボニート ボニート 堰 208 ND 1970 直接配水（塩素消毒） 

合計  1,048    

 

3）井戸 

SANAAが監理している井戸は以下の7井戸であり、総揚水可能量は18,118m3/日とされている。運転は

概ね良好になされているが、調査時において1井は変圧器の故障で運転が一時休止していた。塩素は

すべての井戸で注入され配水されている。SANAAが監理している井戸については、鉄分・塩分ともに「ホ」

国の水質基準値以内である。しかし、電気使用量全体の約25％を井戸のポンプ稼働に使用しており、財

政面に影響している。 

表-4 ラ・セイバ市の地下水の水源 

井戸名称 
深度 

（m） 

井戸口径

（mm） 

揚水可能量

（L/s） 

静水位 

（m） 

動水位 

（m） 

運転時間 

（h） 
送水先 稼働状況 

ラ・ペドレラ 33.6 200 22.1 3.4 5.5 24 高架水槽 正常 

アスコナ 45 250 31.5 2.4 7.0 24 高架水槽 正常 

シエラ・ピーナ 36 250 17.3 4.2 10.5 24 高架水槽 正常 

ラ・リビエラ 39 200 15.9 6.9 13.5 24 高架水槽 正常 

イリアス・ナバス 60 250 37.8 6.0 10.5 24 直接配水 正常 

ラス・アカシアス 30 250 34.7 6.0 8.9 24 高架水槽 変圧器故障 

ベジャ・ビスタ 45 250 50.4 6.6 7.4 24 高架水槽 正常 

合計揚水可能量（L/s） 209.7  

 

 

（2）浄水施設 

SANAAでは、上述の通り、ダント川水系の原水を処理するメルガル浄水場として以下の異なる3施設を所

有している。 
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表-5 浄水施設状況 

施設名 建設時期 最大処理能力 稼働状況 

セピス 1983 150L/s 稼働中。設計容量を超えた280L/sの処理を行っている。 

ベオリア 2007 75L/s (25L/s×3) 現在停止中（電力費がかかる、メンテナンスの不足等） 

アスコナ 2001 150L/s 稼働中。 

合計  300L/S  

 

1） セピス浄水場 

1983年にペルーの援助により建設された急速ろ過方式の浄水システムであり、処理能力は150 L/sを

有している。浄水施設は、上下迂流式フロック形成池＋上向流傾斜板式凝集沈殿＋重力式砂ろ過で構

成され、手動運転方式が採用されている。前塩素、後塩素注入設備は整っているが、現在前塩素処理

は行われておらず、後塩素のみを行っている。 

雨季になると、着水井での流量調整ができていないため、フロックが沈殿池で処理されず、ろ過に負荷

がかかっている状況である。また、濁度が十分に処理されないこともある。乾季は、原水の濁度が低いた

め凝集剤を注入せずに、浄水処理を行っている。 

また、凝集剤を注入するかの判断は、濁度が時間単位で変化するため、目視で確認しながら判断をし

ている。 

処理工程は以下のフローに示す。 

 

原水 →  (前塩素処理) → (凝集剤注入) → 上下迂流式フロック形成池 →  

上向流傾斜板沈殿池 → ろ過池→ 塩素消毒              → 配水池 

 

2） ベオリア浄水場 

スペインの援助で設置され、浄水システムは上向流傾斜管式沈殿池＋鋼製圧力式ろ過タンクをモジュ

ール化したユニット型設備を導入している。1ユニットの処理能力25L/sを3つ並列しており、合計で75L/s

の処理能力である。ろ過はポンプ加圧式のため稼働に多くの電力を使用すること、また、高濁度の時に

十分な浄水処理ができないことから、現在は使用していない。 

 

3） アスコナ浄水場 

2001年にスペインからの借款により建設された、急速ろ過方式の浄水システムはであり、処理能力は

150 L/sを有している。急速攪拌および緩速攪拌を行っているため、稼働に多くの電力を使用しており、

財政面に影響している。 

処理工程は以下のフローに示す。 

 

原水 → 前塩素処理 → 凝集剤注入 → 急速攪拌 → 緩速撹拌 →  

上向流傾斜管沈殿池 → ろ過池→ 塩素消毒         → 配水池 

 

（３）配水管網 

浄水場で処理された浄水や取水堰で取水され、塩素注入された原水は、配管網を通じて各戸へ配水され
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ている。一部地域で、圧力不足が生じている。 

 SANAA給水地域の配水管はダクタイル鋳鉄管23.4km、塩化ビニル管 (PVC管）139.7kmの合計約

163.1kmの配管延長距離となっており、市内人口の約50％に対する配水を行っている。また、SANAA給水

地域においては、各戸給水がほとんどであるが水道メーター設置率は5%と低く、これらのほとんどが企業や

商店など大口利用者に対するものである。漏水率は30％程度と推定されているが、具体的な調査・分析は

実施されていない。 

 中部地域および東部地域の高標高地域においては、日中、水圧が不足していることから配水が届かな

い傾向にあるため、夕方から低地部の給水を遮断することで給水を行っている。 

 

（４）SANAA未給水地域 

東部地域のSANAAからの給水が行われていない地域においては、渓流まで水汲みに行くタイプ、住民

側で渓流水から配管するタイプ、住民が自ら井戸を掘り水委員会を形成した上で給水するタイプの3タイプ

が存在し、井戸を活用するタイプの村落が最も多い。井戸水は塩分と鉄分が多く含有しており飲料水として

使用できないため、生活用水として利用しているが、皮膚病の事例があるほか、洗濯物も赤く着色してしまう

ため使用しない住民も多い。SANAA未給水地域の住民は、水道料金として、水委員会に月150HLN程度と

SANAA水道料金と同等以上を支払っている。別途、生活用、飲用水としてボトルウォーターを月に

1,000HLN程購入している状況である。 

 

表-6 水委員会で管理している井戸の簡易水質検査（調査団による測定） 

    地区 

水質（簡易水質試験） 

電気伝導度

(μS/cm) 
pH 

鉄 

（mg/L） 

全硬度 

（mg/L） 

亜硝酸 

（mg/L） 

ビジャ・ニイン・ドス 260 6.8 2以上 20～50 0.002以下 

※ホンジュラス水質基準 電気伝導度：400(μS/cm)以下、pH：6.5～8.5、鉄：0.3以下、 

               全硬度400（mg/L）以下、亜硝酸：3.0（mg/L）以下 

 

3． 要請された計画と代替案 

3.1 要請された計画 

「ホ」国政府から要請された計画内容は表-6、図-3に示す通りである。 

市街地から16kmほど東に位置したクジャメル川上流約3kmの地点に設置する取水堰から導水管を敷設し、

新規に建設する浄水場（浄水能力250L/s）まで導水をする計画である。その浄水場の手前において、その

導水ポテンシャルを利用した小水力発電設備を建設し、浄水場内の使用電力並びに市内にある井戸の消

費電力をすべて賄う予定としている。浄水場からは、φ600mmの送水管により東部地域に配水することを目

的として建設される2つの配水池（3,800m3）まで送水される。また送水管は既存の浄水場内に存在するメル

ガル配水池まで送水し、中部地区の配水のバックアップ水源として位置づけられる計画となっている。 

要請された計画内容と各項目に対する現状を踏まえた有効性を表3.1にまとめた。なお、表3.1の有効性

の評価は「○：有効性あり、△：問題あり、×：既に建設済み」とする。また、要請計画の概要図を図3.1に示

す。 
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表-7 計画の要請内容と有効性 

要請内容 有効性 有効性判断の理由 

クジャメル(Cuyamel)川取水堰建設 (300ℓ/s=25,900m3/日) 

 

 

小水力発電設備設置(180kw) 

 

取水堰から浄水場までの導水管布設 (ダクタイル鋳鉄管

φ600mm、1.96km) 

浄水場建設(250ℓ/s=21,600m3/日) 

サトゥジェ配水池建設(3,800m3) 

ラウレレス配水池建設(3,800m3) 

新規浄水場からメルガル配水池までの送水管布設(ダクタイル

鋳鉄管φ600mm、22.83km) 

 

上記分岐からサトゥジェ配水池までの送水管布設(ダクタイル

鋳鉄管φ450mm、1.50km) 

上記分岐からラウレレス配水池までの送水管布設(ダクタイル

鋳鉄管φ450mm、2.00km) 

配水本管布設(PVCφ100mm、90.00km) 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

△ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

比較的安定した水量があり、降雨後の濁度

も高くないことから、水源としては最良であ

る。 

高低差を確保できることから、小水力発電に

は有効的である。 

 

 

 

 

 

ラウレレス配水池以降メルガル浄水場までの

6.13km は、中部地区のバックアップの要素

であり、緊急度はあまり高くない。 

 

注）表内「有効性」の評価は、○：有効性あり、△：問題あり、×：既に建設済み。
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図-3 ラ・セイバ市の要請計画の内容 
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3.2 代替案 

ラ・セイバ市は浄水システムに関して問題を抱えており、課題を整理し、日本の無償資金協力として相

応しい代替案を以下に提案する。 

ラ・セイバ市はアトランティダ県の県都であり、今後の発展が大いに期待されており、特に、東部地域は

これから発展していく地域である。現在、SANAAから西部地域と中部地域にはほぼ給水されているが東

部地域ではほとんど給水されておらず、水質の悪い井戸水等を利用している状況である。既存浄水シス

テムに関しても、乾季やカーニバルの開催時期には給水不足になる課題を抱えている。しかし、本計画

の目的は、ラ・セイバ市の東部地域の給水改善であり、ラウレレス配水池以降メルガル浄水場までの

6.13kmは、中部地域へのバックアップの要素であり、緊急度はあまり高くない。そのため、要請内容の既

存配水池までの接続は本計画から外し、新設配水池までの送水管敷設とすることが望ましい。しかし、本

計画で建設する施設は、将来的に既存の浄水システムをバックアップにも活用できるようにすることが望

ましい。 

これらの状況を踏まえ、緊急的に対応を要する課題を解決し、要望に答え得る計画内容として、以下に

代替案を示す。 

 

（1）取水堰の建設 

 クジャメル川上流に新設の取水堰を建設する。現在未給水地域への水源となる。 

 構造：鉄筋コンクリート式固定堰 

 取水量：25,900m3/日 （300L/s） 

（2）導水管の敷設 

 クジャメル取水堰から新規浄水場までの導水管を敷設する。 

 延長：1.96km 

 口径：600mm 

 材質：ダクタイル鋳鉄管 

（3）小水力発電設備の設置 

 取水堰から浄水場までの落差を利用した小水力発電設備の設置。 

 発電出力：180kw 

（4）浄水場の建設 

 東部地域へ配水するための施設。 

 浄水能力：21,600m3 （250L/s） 

 形式：重力式急速ろ過システム 

 構成：着水井、凝集池、傾斜板（管）式沈殿池、急速ろ過池、量水設備、塩素注入設備、薬品注入設備、

管理棟等 
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（5）配水池の建設 

 東部地域に配水することを目的とした、2つの配水池を建設する。 

 a) サトゥジェ配水池  b) ラウレレス配水池 

 構造：鉄筋コンクリート  構造：鉄筋コンクリート 

 有効容量：3,600m3  有効容量：3,600m3 

（6）送水管の敷設 

 a)送水本管 

 新設配水池まで送水するための、送水本管。 

 延長：16.7km 

 口径：600mm 

 材質：ダクタイル鋳鉄管 

 b)送水分岐管 

 配水本管から新設配水池のサトゥジェ配水池とラウレレス配水池までの送水管。 

 ⅰ）配水本管からサトゥジェ配水池  ⅱ) 配水本管からラウレレス配水池 

 延長：0.15km    延長：0.88km 

 口径：450mm    口径：450mm 

 材質：ダクタイル鋳鉄管   材質：ダクタイル鋳鉄管 

（7）配水本管の敷設 

 新設配水池から既存の配水管網まで接続する。 

 延長：90km 

 口径：100mm 

 材質：PVC 

 

4. 無償資金協力としての妥当性 

近年、ラ・セイバ市は観光都市として経済発展を続けており人口も急増している。国の政策においても、

ラ・セイバ市を含めたカリブ海に面した北部地域を観光回廊として整備する方針を打ち出し、道路整備な

どに力を入れている。特にラ・セイバ市は中米最大のカーニバルが開催される都市として、その時期には

ホンジュラスのみならず隣接するエルサルバドルなどからも観光客が訪れている。 

一方で、市内給水普及率は46.8％と水道事業の整備が経済発展に対して追い付いておらず、SANAA

配水エリア外のほとんどの住民は、鉄分や塩分を多く含む井戸水を利用しており、皮膚病などの健康被

害が多く発生しているのが現状である。 

また乾季においては、表流水水源量は雨期の4割程度まで減少することから、SANAA給水サービスエリ

アにおいても給水量が極端に少なくなる。過去にはカーニバルの開催時期も延期するような事態になっ

たこともあるとのことであった。近年は乾季が長期化しているほか、渇水の度合いが増しているとの話であ

った。このため、通常時においては水源量は十分にあるものの、今後の気候変動を考慮すると、既存給

水システムから未給水エリアへの拡張は困難な状況であり、東部地域に対する新たな水源開発が急務で

ある。 
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海岸から近く、過剰揚水や気候変動による海面上昇・高潮などにより、今後海水が浸入して塩分濃度が

高くなる可能性もあることから、東部地域は井戸を活用している地域が多いため、地下水から表流水へと

水源転換をする必要がある。 

社会基盤の要である水道施設の整備を行うことにより、生活水準が向上すると考える。その効果により

東部地域の経済発展につながり、貧困対策の一助となる。 

本プロジェクトの目的は、東部地域のSANAA給水サービスが展開されていない住民に対し、①新たな

表流水水源開発のもと給水普及率の拡大と、②導水エネルギーを活用した発電を無償資金協力により

実施するもので、下記の事業効果が見込まれており、計画の妥当性は高いと考えられる。 

 

・給水普及率の拡大（46.8％→64％） 

・安全な飲料水の提供による水因性疾病など健康被害リスクの低減 

・買水にかかるコストの縮減 

・生活水準の向上による、経済発展（貧困削減対策） 

・気候変動に対応したインフラ整備 

・顧客増によるSANAA経営の安定化 

・SANAA消費電力コストのゼロ化／売電による経営の安定化 
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基 礎 指 標 

ホンデュラス共和国 

表－1 主要経済指標等 

指 標 2011年 1990年 

人 口 （百万人） 7.78 4.90 

出生時の平均余命 （年） 73.17 66.69 

G N I 総 額（百万ドル） 16,450.05 2,796.87 

一人あたり（ドル） 2,010 690 

経済成長率 （％）  3.8 0.1 

経常収支 （百万ドル） -1,498.15 -51.40 

失 業 率 （％）  - 4.8 

対外債務残高 （百万ドル） 4,642.39 3,816.73 

貿 易 額注1） 輸 出（百万ドル） 6,186.53 1,032.50 

輸 入（百万ドル） 9,818.53 1,126.80 

貿易収支（百万ドル） -3,632.01 -94.30 

政府予算規模（歳入）       （百万レンピラ）  70,004.50 - 

財政収支               （百万レンピラ）  -8,593.93 - 

財政収支 （対GDP比,％）  -2.6 - 

債務 （対G N I 比,％）  14.4 － 

債務残高 （対輸出比,％）  41.6 － 

債務返済比率（ＤＳＲ） （対G N I 比,％）  6.1 13.9 

教育への公的支出割合 （対GDP比,％）   － - 

保健医療への公的支出割合 （対GDP比,％）  4.2 － 

軍事支出割合 （対GDP比,％）  1.1 － 

援助受取総額 （支出純額百万ドル）  624.07 448.49 

面 積 （1000km2）注2）  112.49 

分 類 D A C 低中所得国 

世界銀行等 ⅲ/低中所得国 

貧困削減戦略文書（PRSP）策定状況  PRSP策定済（2001年10月）／HIPC 

その他の重要な開発計画等  - 

注）1．貿易額は、輸出入いずれもFOB価格。 
2．面積については“Surface Area”の値（湖沼等を含む）を示している。 

出展：外務省国別データブック2013 
 

 

  



-xiii- 

 

表－2主要開発指標 

開発指標 最新年 1990年 

極度の貧困の削減と

飢饉の撲滅 

1日1.25ドル未満で生活する人口割合 (％) 

1日2ドル未満で生活する人口割合   (％) 

17.9（2009年） 

29.8（2009年） 

46.9 

65.0 

下位20％の人口の所得又は消費割合 （％） 2.0（2009年） 2.8 

5歳未満児栄養失調割合 （％） 8.6（2006年） - 

初等教育の完全普及

の達成 

成人（15歳以上）識字率 （％） 84.8（2010年） - 

初等教育就学率 （％） 97.3（2011年） - 

ジェンダーの平等の推

進と女性の地位の向

上 

女子生徒の男子生徒に対する比率（初等教

育） 
99.7（2011年） 100.8 

女性識字率（15～24歳） （％） 

男性識字率（15～24歳） （％） 

95.9（2010年） 

94.4（2010年） 

- 

- 

乳幼児死亡率の削減 乳児死亡率 （出生1000件当り） 19.4（2012年） 45.6 

5歳未満児死亡率 （出生1000件当り） 22.9（2012年） 58.9 

妊産婦の健康の改善  妊産婦死亡率 （出生10万件当り） 100（2010年） 220 

ＨＩＶ/エイズ、マラリ

ア、その他の疾病の蔓

延防止 

成人（15～49歳）のエイズ感染率 (％) - - 

結核患者数 （10万人あたり） 43（2011年） 125 

マラリア患者数 （10万人あたり） 7,615（2011年） - 

環境の持続可能性の

確保 

改善されたサービスを利用

できる人口割合 
水     (％) 

衛生設備(％) 

88.9（2011年） 

80.6（2011年） 

72.8 

48.8 

開発のためのグロー

バルパートナーシップ

の推進 

商品およびサービスの輸出に対する債務割

合 (％) 
16.0（2011年） 38.3 

人間開発指数（ＨＤＩ） 0.62（2011年） 0.513 

出展：外務省国別データブック2013 

 

表－3 乳幼児死亡率、5歳未満児死亡率、妊産婦死亡率、出生時平均余命の推移 

指標 1970年 1990年 2000年 2013年 

乳児死亡率（/1000出生） - 46 32 19 

5歳未満児死亡率（/1000人） 146 61 40 22 

妊産婦死亡率（出生10万人

当り） 
- - 73（2009-2013

年報告値） 

120 

（調整値） 

出生時平均余命（年） 52 66 66 74 

出展：世界子供白書2015年、2011年、2002年  
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対象サイト位置図 
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用語説明 

略語  正式名称    邦訳 

AECID  Agencia Española de Cooperación  スペイン国際開発庁 

Internacional para el Desarrollo      

  

AFD  Agence Francaise Developpement  フランス開発庁 

BID  Banco Interamericano de Desarrollo 米州開発銀行 

BCIE   Banco Centroamericano de Integración  中米経済統合銀行 

Económica 

CONASA Consejo Nacional de Agua Potable y   水衛生評議会 

  Saneamiento 

DECA           Direccion de Evaluacion y Control Ambiental   環境評価管理局 

ERSAPS Ente Regulador de los Servicios de  水衛生監督庁 

  Agua Potable y Saneamiento 

EU  Europ Union    欧州連合 

HIPC  Heavily Indebted Poor Country  重債務貧困国 

HNL           Honduras Lempira                       レンピラ（現地通貨） 

IMF  International Monetary Fund  国際通貨基金 

INE  Instituto Nacional de Estadística  国家統計研究所 

JICA  Japan International Cooperation Agency 独立法人国際協力機構 

MDGs  Millennium Development Goals  ミレニアム開発目標 

NGO  Non-Governamental Organizations 非政府組織 

PAC            Poly Aluminum Chloride                 ポリ塩化アルミニウム 

PVC  Polyvinyl Chloride   塩化ビニル 

SANAA  Servicio Autonomo Nacional de    

Acueductos y Alcantarillados  国家上下水道公社 

SERNA         Secretaria de Recursos Naturales y 
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第1章 緒論 

1.1 目的 

（1) 調査の背景 

ホンジュラス共和国（以下、「ホ」国と称する。）は、人口約 810 万人(2013 年 世界銀行)、面積 11.2 万 km2、

グアテマラ、エルサルバドル、ニカラグアの 3 国と国境を接し、北部がカリブ海に面する中米の国である。首

都のテグシガルパ市は「ホ」国のほぼ中央部に位置し、東西 10km、南北 12km、面積約 120km2 で周囲を標

高 1,200～1,800m の山々に囲まれた行政と商業の中心地である。 

「ホ」国は、中米諸国の中でも最も開発の遅れた国の一つであり、かつ協力の需要が大きいこと等を踏ま

えて、わが国は従来から「ホ」国への支援を積極的に実施してきた。中でも水・衛生セクターの援助には非常

に力を注いでおり、飲料水に関するプロジェクトを多く実施している。 

「ホ」国政府は、国民の生活環境の改善と貧困者救済を重要施策の一つに掲げ、上下水道の整備に力を

入れており、上水道分野において安全な水の安定供給を目指すとともに、貧困者に対する給水サービスの

向上を目標としている。世界保健機構(WHO－JMP，2006 年)が集計した「ホ」国における上水道サービスの

普及率の推移は 2004 年時点で水道への接続を有する割合は都市部 95%、地方部 81%となっている。しかし、

給水率は高いものの、水道サービスとして有すべき水量や水質が十分に確保できていないのが現状である。

また、時間給水が全国的に生じているなど、水源の不足が大きな課題となっている。このため、「ホ」国政府

は水道施設の整備を最重要課題の一つに位置づけ、長期的には 2015 年の水道普及率を 95%まで向上さ

せることを目標に掲げている。 

地方都市の場合、水道施設の運営管理は国家上下水道公社（Servicio Autonomo Nacional de 

Acueductos y Alcantarillado; SANAA)の地域局が担っているが、その多くの施設の老朽化や整備の遅れが

見られる。「ホ」国の場合、水道施設の建設費用に対する債務は中央政府が責任を持ち、別会計で管理さ

れているため、SANAAが直接建設費を負担するシステムにはなっていない。そして、SANAA地方局は浄水

場運転や配水管の維持管理費用などを受け持っている。 

これまで水道整備に対する公共投資が大都市を中心に進められている結果、多くの地方都市では老朽

化した施設の改善や改修が進んでいない。そして、既存施設の運転・維持管理において、SANAAの財政負

担は大きく、大規模な改善に至っては資金調達を他ドナーに依存せざるを得ない。 

こうした中、地方都市における水道施設の運営管理は、従来、SANAAの地域局が担ってきたが、2003年

10月に発効した「水と衛生部門に関する枠組法」による地方分権化政策により、上下水道の運営・管理は

SANAAから地方自治体に移管されつつある。 

今回対象となるラ・セイバ市の給水は、現状においてもSANAAが管轄しており、SANAAによる給水サービ

ス普及率は市内の約50％となっている。水源量の80％は河川からの表流水であるが、近年の気候変動の影

響により、降雨量が減少傾向にあり、山の貯水量も減少してきており、渇水のため乾期の取水量は通常時の

60%減となることや、カーニバル等の観光シーズンには需要が急増し給水量が不足する。また、未給水地域

では水源の多くが井戸水を利用しているが、地下水には塩分と鉄分を多く含むことから飲料水には適さない

など、新たな給水システムの整備が急務となっている。 
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また、「ホ」国は、アメリカ国への不法移民がメキシコ、エルサルバトル、グァテマラに次いで36万人（2012

年、アメリカ国土安全保障省）と4番目に多く、大きな問題となっており、特にカリブ海に面し、地理的にアメリ

カ国に近いラ・セイバ市は、不法移民問題の影響が大きいと考えられる。一方、西部、中部地域は開発する

ための土地が少ないため、東部地域への開発が進んでいく中で、ラ・セイバ市の中でも社会基盤開発の遅

れている東部地域に水道を整備することは、経済発展につながり、不法移民の原因となっている貧困に対

する削減の一助となると考えられる。 

さらに、「ホ」国はラテンアメリカの中で近年の気候変動による自然災害対応に関して最も脆弱な国の一つ

として挙げられている。中でも、海岸都市であるラ・セイバ市は特に懸念されており、米州開発銀行（BID）に

より調査も行われている（Adaptación al Cambio Climático y Manejo Integrado de los Recursos Hídricos en La 

Ceiba, Honduras）。調査結果によれば、海面上昇やそれに伴う高潮の影響のため海水の浸入により地下水

の塩分濃度が高まるなどの危険性が高まることや、気候変動による降雨の減少の影響で地下水の涵養が減

少しているため、地下水を主な水源としている東部地域の水道システムの改善は急務である。 

(2) 調査の目的 

近年、人口増加が進む中、給水量の不足、浄水施設の不備等に直面している同地域の給水システムを

改善することで、地方格差が是正され、ひいては、「ホ」国全体の発展に寄与することを目的とする。また、現

地での情報収集により現状の詳細を把握し、最も効果のあるプロジェクトを指導・形成することを目標とする。 

 

1.2 工程・方法 

（1）全体調査行程 

2016 年 1 月 18 日～1 月 30 日 （全 13 日間） （詳細は、資料-1 調査日程参照） 

（2）現地視察及び調査対象機関 

上下水道公社(SANAA)を訪問し、ヒアリング、資料収集を実施するとともに、既存水道施設の現状と利用

状況、当該プロジェクトの実施準備状況や整備予定場所等に関する現地調査を行った。また、ラ・セイバ市

役所を訪問し、現状および今後の展開等について確認した。さらに、在ホンジュラス日本国大使館、在ホン

ジュラスJICA事務所を訪問し、当該国における協力方針について意見交換した。 
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1.3 団員の構成 

表 1.3.1 団員の構成 

団員氏名 所属 専門科目 

◎  田中 秀明 ㈱安藤・間 国際事業本部 土木部 業務主任 / 総括 

中山 貴史 
厚生労働省大臣官房国際課 国際協力室 

国際協力専門官 
業務監督 

久保 勇司 
厚生労働省大臣官房国際課 国際協力室 

派遣研修係長 
業務調整 

佐久間 勝 （公社）日本水道協会 研修国際部 専門ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 

樋口 宏之 ㈱協和コンサルタンツ 国際事業部 給水施設計画 1 

筒井 信之 ㈱協和コンサルタンツ 国際事業部 給水施設計画 2 

福田 昌孝 ㈱安藤・間 国際事業本部 中南米営業所 現地調整 

木下 献一 ㈱安藤・間 国際事業本部 土木営業部 水道施設計画 

注）◎：団長 
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第2章 対象案件の現状把握に関する事項 

2. 1 対象国の給水事業・問題点 

2.1.1 水道分野の現状 (国レベル) 

「ホ」国政府は、長期的な国家開発目標として「国家ビジョン2010-2038」を掲げている。これは「貧困対

策」、「雇用の創出」、「産業の近代化・効率化・競争力強化」、「持続的かつ環境保全に配慮した開発」など

22の項目を掲げ、地方自治体・地域住民の参加を促しつつ、地域のニーズに合ったより効果的な開発を重

視している。この基本方針の下で、安全な飲料水へのアクセスのミレニアム開発目標（MDGs）の達成に取組

んできた。 

上水道事業についても、基礎的社会インフラ整備の一環として、首都テグシガルパ及びその周辺地域を

対象に、技術協力、無償資金援助による施設建設、機材供与等が実施されてきた。一方で、地方において

は、今なお乳幼児死亡率も高く、初等教育の終了率も低迷した状況にあり、「ホ」国全体の社会状況のレベ

ルアップの大きな足かせとなっており、地方開発への緊急の支援が求められている。 

 世界保健機構(WHO-JMP, 2015年)が集計した「ホ」国における上水道サービスの普及率は2015年の時点

では、都市部97%、地方部84%となっており、1990年時点に比べてそれぞれ5%(都市部)、24%(地方部)、

18%(全国)の増加となっている(表2.1.1)。 「ホ」国の人口は、1990年の486万人から2013年には810万人と

66％の増加を示しており、その間、上水道サービスの普及率は微増傾向にあることから、「ホ」国政府や

SANAAがドナーの支援を活用しつつ、着実に水道整備を進めてきたものと思われる。 

 

表2.1.1 「ホ」国の水道施設の普及率 

 
水道普及率（アクセス率） 

都市部 地方部 全国 

1990年 92 60 73 

2000年 94 69 81 

2010年 96 79 88 

2015年 97 84 91 

                出展：WHO-JMP, 2015年より 
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図2.1.1 都市部及び地方部における水道普及率の推移 

 

しかし、水源・取水施設、導送水施設、浄水施設、給配水施設の水準が低く、必要な水量の供給や安全

な水質の確保が出来ていない例が見られ、24時間、安全な水を利用できる状況にない傾向にある。 

 

2.1.2 水道事業における問題点 (国レベル) 

(1) 首都圏(テグシガルパ市) 

 テグシガルパ市における給水事業はSANAA首都圏局が担当している。しかし、市街地、周辺部ともに地形

が複雑に変化し起伏に富んでいること、急速な市街地の拡大に伴い居住地が山腹の上部まで拡張している

ことなどから、給水サービスの行き届かない地区が多く存在している。また、水道サービスの普及率は高いも

のの、平均需要量に対して浄水場の生産量が大きく不足し、時間給水が日常的に行われている。 

 こうした厳しい給水事情の要因は、需要量に見合った水源水量が確保できていないことが最も大きく、さら

に計画的な配管整備が行われていないため通水障害が発生していること、老朽化した送配水管からの漏水

量が多いことなどもあげられる。 

 

(2) 地方都市 

 地方都市における水道施設の運営管理は、SANAAの地方局が担ってきたが、地方分権化政策により、上

下水道の運営・管理がSANAAから地方自治体に移管されつつある。 

 地方都市の多くで施設の老朽化や整備の遅れが見られる。上記のように、「ホ」国では水道施設の建設費

用に対する債務は中央政府が責任を持ち、別会計で管理されているため、SANAAが直接建設費を負担す

るシステムにはなっていない。SANAA地方支局は浄水場運転や配水管の維持管理費用などを受け持って
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いる。 

 

 これまで水道整備に対する公共投資が大都市を中心に進められた結果、多くの地方都市では老朽化した

施設の改善や改修が進んでいない。そして、既存施設の運転・維持管理において、SANAAの財政的負担

は大きく、大規模な改善に至っては、資金調達を他ドナーに依存せざるを得ない。 

 「ホ」国の都市部及び地方都市における水道普及率の推移を図2.1.1に、水道事業における問題点を表

2.1.2に整理した。 

 

表2.1.2 水道事業における問題点 

区
分 

問 題 点 
問題の大きさ 

説  明 
小 中 大 

制
度
・組
織 

水道事業の制度的位置づけが明確
でない。 

○    

自助努力の意思が感じられない。 ○    

整備を進めるための組織が整ってい
ない。 

 ○  
政党基盤が異なる地域で組織体制に大き
な差がある。 

整備量に比べて技術者数が足りな
い。 

 ○  
人口増加に伴う給水区域の拡大が進む一
方、人材は不足している。 

計
画
・調
整 

上位計画(マスタープランなど)が整
っていない。 

○    

援助国／国際機関の間の調整がで
きていない。 

○    

水道施設間のバランス(水量的、進
捗度等)が取れていない。 

  ○ 
水需要量に対する生産量が不足してい
る。 

関連分野(水資源、下水、都市計画
等)とのバランスが悪い。 

 ○  
都市計画に社会基盤の整備が遅れてい
る。 

経
営
・財
務 

整備すべき事業量に比べて資金が
足りない。 

  ○ 
人口増加に伴う給水区域の拡大が進む一
方、給水施設拡張に必要な資金が慢性的
に不足している。 

料金徴収体制・政策が整っていな
い。 

  ○ 
地方都市では水道メーターが未整備であ
り、使用量に見合った料金徴収体制が整
っていない。 

独立採算性を維持できない。   ○ 

健全な事業体制を実現出来ていないた
め、修繕費や薬品購入費に十分に資金を
確保できていない。 

修繕費が確保されていない。   ○ 

薬品購入費が確保されていない。   ○ 

保
守
・管
理 

保守管理基準が整備されていない。   ○ 
モジュール型浄水システムの維持管理体
制は十分に整っていない。 

適切な施設の保守が行われていな
い。 

  ○ 
地方都市の浄水場の運転管理の技術に
差がある。 

維持管理の量に比べて技術者数が
足りない。 

 ○  
人口増加に伴う給水区域の拡大が進む一
方、人材は不足している。 
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区
分 

問 題 点 
問題の大きさ 

説  明 
小 中 大 

技
術 

設計基準が整備されていない。 ○    

適用技術が適切でない。   ○ 
水源水質の特性に応じた処理システムが
採用されていない場合がある。 

整備レベルに比べて技術者レベル
が適切でない。 

 ○  施設設計を「ホ」国外の技術者が行う例が
多く、適正技術が採用されていない場合
がある。 維持管理レベルに比べて技術者レ

ベルが適切でない。 
 ○  

そ
の
他 

水道事業の市への移管 

○    

 

2.1.3 衛生関連並びに水系感染症に関する問題点 (国レベル) 

 水系感染症に関連するデータを下表にまとめる。下痢及び赤痢については、減少傾向にあるが、A型肝炎

に関しては増加している。 

表2.1.3 水系感染症の発生数（件数） 

 2012年 2013年 2014年 

下痢 赤痢 A型肝炎 下痢 赤痢 A型肝炎 下痢 赤痢 A型肝炎 

全国 218,078 8,559 1,895 207,457 9,051 2,200 194,728 8,371 2,208 

出展：ホンジュラス国保険省「水系感染症統計」 

 

2.1.4 ラ・セイバ市の水道事業の現状 

 本計画作成指導事業の対象都市の水道事業の基礎指標は表2.1.4に示す通りである。 

表2.1.4 対象都市の水道サービス指標（SANAA、2015年) 

県名 都市名 人口 

（人） 

給水人口

（人） 

水道普及率 

（％） 

給水面積 

（km2） 

水道施設 

管理者 

アトランティダ県 ラ・セイバ市 219,125 102,545 46.8% 39.07 km2 SANAA 

出展：ホンジュラス国SANAA質問回答書  

近年、ラ・セイバ市は観光都市として経済発展を続けており人口も急増している。国の政策においても、ラ・

セイバ市を含めたカリブ海に面した北部地域を観光回廊として整備する方針を打ち出し、道路整備などに

力を入れている。特にラ・セイバ市は中米最大のカーニバルが開催される都市として、その時期にはホンジ

ュラスのみならず隣接するエルサルバドルなどからも観光客が訪れている。このような中、給水が枯渇する事

象が起きており、浄水システムの改善は喫緊の課題である。 

1) 上水道施設全般の概要 

ラ・セイバ市の給水地域は図2.1.1に示す通り、西部、中部、東部の3地域に大別されている。西部地域は

ボニート川をおもな水源としているほか井戸1本から供給されている。中部地域は、ダント川およびその支流
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を水源とし、市の西側に位置するメルガル浄水場にて処理された浄水、および井戸6本から揚水された地下

水が水源となっている。東部地域ではメルガル浄水場からの浄水が一部エリアに配水されているものの、

SANAAによる給水率は15％程度と低く、その他未給水部分においては、おおむね水委員会が形成されて

おり井戸を利用した給水が実施されている。 

市内の給水地域を図2.1.2に、水道施設の構成を図2.1.3に示す。 

図2.1.2 ラ・セイバ市全域と給水地域 

 

表2.1.5 SANAAによる給水地域ごとの給水普及率と水源 

給水地域 
2015 年人口 接続数 給水人口 普及率 水源 

人 戸 人 ％ 

西部 30,138 5,614 28,631 95 ボニート川水系＋1 井戸 

中部 56,034 10,987 56,034 100 ダント川水系＋6 井戸 

東部 117,968 3,493 17,814 15 ダント川水系 

合計 204,140 20,094 102,479 50  

人口データINE  SANAAによる5.1人/戸 
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io
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u

yam
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l

【新設】サトゥジェ配水池
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alde Corinto
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【新設】浄水場
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デリシャス取水堰

（ポンプ場）

西部地域給水システム

東部地域給水システム
中部地域

給水システム
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図2.1.3 ラ・セイバ市の既存水道施設の構成 

 

2) 水源および導水の状況 

 表流水はコンクリート堰を設置し、集水井に取水している。取水された水は管路を通じて浄水場へ導水

又は直接配水されており、導水管はダクタイル鋳鉄管を使用している。 

 

a）ダント川水系 

ダント川水系からは、ブルガリア取水口・カロナ取水口・デリシャス取水口・カリアス取水口の４か所から

取水を行っている。 

ブルガリア取水口、カロナ取水口からは、自然流下によりセピス浄水場へ取水されている。通常時は濁

度も低く良好な水を取水しているが、雨季や降雨後は、濁度が高くなる傾向がある。デリシャス取水口で

はポンプ汲み上げにより、アスコナ浄水場に導水されている。デリシャス取水口も、同様に通常時は濁度

も低く良好な水であるものの、雨季や降雨後は、濁度が高い傾向がある。また、乾季には既設取水口か

らのポンプ組み上げが機能不足となるまで水位が下がることもある。 

カリアス取水口からの導水は、浄水場には送られず、塩素注入のみで中部地域へ直接配水を行ってい

る。 

 

b）ボニート川水系 

 ボニート取水口からの導水は、塩素注入のみの処理で、西部地域への直接配水を行っている。雨季は

濁度が高くなるため配水は行っていない。 
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表2.1.6 ラ・セイバ市の表流水の水源 （調査日：2015年9月） 

取水堰名 河川名 取水方式 
取水量(通常時) 

(L/s) 

標高 

（m） 
建設年 導水先 

ブルガリア 

ダント 

堰 146  152.0 - セピス浄水場 

カロナ 堰 69  141.0 2007 セピス浄水場 

カリアス 堰 44  75.2 1914 直接配水（塩素消毒） 

デリシャス 堰、ポンプ 581  18.7 1986 アスコナ浄水場 

ボニート ボニート 堰 208    ND 1970 直接配水(塩素消毒) 

合計 1,048   

水源は、現状のSANAA給水地域の人口に給水するのに十分な水量があると考えられる。しかし、乾季

になると水源量が40％程度まで減少することがある。そのため、カーニバル等の観光シーズン時には、水

不足に悩まされることがある。 

 

c）井戸 

SANAAが監理している井戸は、以下の7井戸であり、総揚水可能量は18,118m3/日とされている。運転

は概ね良好になされているが、調査時において1井は変圧器の故障で運転が一時休止していた。塩素

はすべての井戸で注入され配水されている。SANAAが監理している井戸については、鉄分・塩分ともに

「ホ」国の水質基準値以内である。しかし、電気使用量全体の約25％を井戸のポンプ稼働に使用してお

り、財政面に影響している。 

表2.1.7 ラ・セイバ市の地下水の水源 

井戸名称 
深度 

（m） 

口径

（mm） 

揚水可能量

（L/s） 

静水位 

（m） 

動水位

（m） 

運転時間 

（h） 
送水先 稼働状況 

ラ・ペドレラ 33.6 200 22.1 3.4  5.5 24 高架水槽 正常 

アスコナ 45 250 31.5 2.4  7.0 24 高架水槽 正常 

シエラ・ピーナ 36 250 17.3 4.2 10.5 24 高架水槽 正常 

ラ・リビエラ 39 200 15.9 6.9 13.5 24 高架水槽 正常 

イリアス・ナバス 60 250 37.8 6.0 10.5 24 直接配水 正常 

ラス・アカシアス 30 250 34.7 6.0  8.9 24 高架水槽 変圧器故障 

ベジャ・ビスタ 45 250 50.4 6.6  7.4 24 高架水槽 正常 

合計揚水可能量（L/s） 209.7  

  

図2.1.4に、SANAAの管理する井戸の位置図を示す。イリアス・ナバス井戸は西部地域に配水しており、

その他の井戸は中部地域に配水している。 



11 

 

 

図2.1.4 SANAAの管理する井戸位置図 

 

3) 浄水の状況 

 SANAAでは、上述の通り、ダント川水系の原水を処理するメルガル浄水場として以下の異なる3施設を所

有している。 

表2.1.8 浄水施設状況 

施設名 建設時期 最大処理能力 稼働状況 

セピス 1983 150L/s 稼働中。設計容量を超えた280L/sの処理を行って

いる。 

ベオリア 2007 75L/s 

(25L/s×3) 

現在停止中（電力費がかかる、メンテナンスの不足

等） 

アスコナ 2001 150L/s 稼働中。 

合計 300L/s  

 

a） セピス浄水場 

1983年にペルーの援助により建設された、急速ろ過方式の浄水システムであり、処理能力は150 L/sを

有している。浄水施設は、上下迂流式フロック形成池＋上向流傾斜板式凝集沈殿＋重力式砂ろ過で構

成され、手動運転方式が採用されている。前塩素、後塩素注入システムとなっているが、現在前塩素処

理は行われておらず、後塩素のみを行っている。 

雨季になると、着水井での流量調整ができていないため、フロックが沈殿池で処理されず、ろ過に負荷

がかかっている状況である。また、濁度が十分に処理されていないこともある。乾季は、原水の濁度が低

いため凝集剤を注入せずに、浄水処理を行っている。 

乾季の水質の良好な時期は大きな問題とならないが、雨季には原水の濁度が増加し、浄水場に大きな

負担がかかっており、安定した水質の提供ができていない状況である。また、濁度が時間単位で変化す

るため、目視で確認し濁度が高くなった時に計測を行い、凝集剤を注入するか判断をしている。 

西部地域 中部地域 

西部地域 中部地域 
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処理工程は以下のフローであり、凝集剤はPACとポリマーが使用されている。 

図2.1.5 セピス浄水場のシステム図 

 

b） ベオリア浄水場 

スペインの援助で設置され、浄水システムは上向流傾斜管式沈殿池＋鋼製圧力式ろ過タンクをモジュ

ール化したユニット型設備を導入している。1ユニットの処理能力25L/sを3つ並列しており、合計で75L/s

の処理能力である。ろ過はポンプ加圧式のため稼働に多くの電力を使用すること、また、高濁度の時に

十分な浄水処理ができないことから、現在は使用していない。 

 

c） アスコナ浄水場 

2001年にスペインからの借款により建設された、急速ろ過方式の浄水システムであり、処理能力は150 

L/sを有している。急速攪拌および緩速攪拌を行っているため、稼働に多くの電力を使用しており、財政

面に影響している。処理工程は以下のフローであり、凝集剤はPACとポリマーが使用されている。 

汚泥処理設備が設置されているが、現在は使われていない。 

図2.1.6 アスコナ浄水場のシステム図 

 

4) 送・配水の状況 

 浄水場で処理された浄水や取水堰で取水され塩素注入された原水は、配管網を通じて各戸へ配水され

ている。一部地域で、圧力不足が生じている。 

量水装置

（ﾊﾟｰｼｬﾙﾌﾘｭｰﾑ）

フロック形成池

（上下迂流式）
沈殿池

（上向流傾斜板）

ろ過池

塩素注入

配水池

塩素注入（現在未使用）

凝集剤注入（高濁度時）

市内へ
ブルガリア取水堰

カロナ取水堰

流量計測

及び制御
急速攪拌池 沈殿池

（上向流傾斜管）

ろ過池

塩素注入

緩速攪拌池 配水池

デリシャス取水堰 市内へ

凝集剤注入
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 SANAA給水地域の配水管はダクタイル鋳鉄管23.4km、塩化ビニル管 (PVC管）139.7kmの合計約

163.1kmの配管延長距離となっており、市内人口の約50％に対する配水を行っている。また、SANAA給水

地域においては、各戸給水がほとんどであるが水道メーター設置率は5%と低く、これらのほとんどが企業

や商店など大口利用者に対するものである。漏水率は30％程度と推定されているが、具体的な調査・分析

は実施されていない。 

 中部地域および東部地域の高標高地域においては、日中、水圧が不足していることから配水が届かな

い傾向にあるため、夕方から低地部の給水を遮断することで給水を行っている。 

図2.1.7 ラ・セイバ市の配管網図 

 

表2.1.9 配水管の敷設延長 

管材料 φ50～300mm（m） φ301mm～（m） 合計(m) 

鋳鉄管 16,172  7,184 23,356  

PVC 139,665   139,665  

合計 155,837  7,184 163,021  

 

表2.1.10 給水管の敷設延長 

管材料 ～φ50mm(m) 合計(m) 

PVC 977 977 

 

5) 水道料金体系 

SANAA水道サービスは各戸給水で行われているが、水道メーターは、企業や一部の家庭しか設置され

ておらず、5%程度の低い設置率となっている。このため、下表に示すSANAAで規定している従量制による料
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金徴収は水道メーターのない一般の家庭では行われておらず、一律140 HNL/戸を毎月徴収している。 

 

表2.1.11 SANAAの水道料金表 

項目 使用水量（m3） 水道料金 

家庭用 0～20 56HNL  （約300円） 

21～40 140 HNL  （約750円） 

41～50 210 HNL （約1,125円） 

51～ 300 HNL （約1,610円） 

商業用 0～30 124.5 HNL （約670円） 

31～40 180 HNL  （約960円） 

41～60 250 HNL （約1,340円） 

61～ 648 HNL （約3,470円） 

産業用 0～50 340 HNL （約1,820円） 

51～ 4,125 HNL （約22,070円） 

政府機関用 0～100 750 HNL （約4,010円） 

101～ 10,250 HNL（約54,840円） 

※）1 HNL =5.35円 

 

6) 財政の状況   

過去6年間の財政収支表2.1.12に示す通りである。収入は水道料金が84.8％であり、支出の内訳の概要

としては、人件費48.9％、非人件費39.7％、材料費9.4％、機械・設備費0.5％となっている（2015年）。財政

状況は、収入よりも支出が多く赤字となっており、さらに収支合計の中には支出分の電気料金は含まれてい

ない。現状は、赤字のため電気料金を国に補填してもらっており、電気料金を滞納している状態である。 

このような電気料金も払えない財政であるため、施設の点検・修理や更新等の維持管理に関する資金を

十分に確保できていない状況である。 

 

表2.1.12 ラ・セイバ市水道事業の収支 

 

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

計 41,414,858.91 43,493,418.81 47,641,185.99 46,640,713.28 54,200,114.04 49,665,324.23

水道料金 31,751,311.31 40,983,557.50 41,637,969.88 41,338,935.77 40,005,947.49 42,115,215.84 84.8%

雑収入 1,572,143.52 1,657,059.91 1,666,513.79 664,225.34 748,350.24 1,178,024.37 2.4%
その他 8,091,404.08 852,801.40 4,336,702.32 4,637,552.17 13,445,816.31 6,372,084.02 12.8%

計 48,419,196.51 55,996,676.22 60,268,885.84 69,671,678.52 77,887,629.93 65,523,758.77

人件費 30,559,928.83 31,275,961.30 33,215,273.84 38,806,000.20 41,007,686.90 32,017,819.10 48.9%

非人件費 13,251,484.94 19,861,879.87 22,412,100.69 20,825,055.28 24,993,276.88 26,023,174.28 39.7%
材料、備品 4,601,286.74 4,858,835.05 4,641,511.31 7,694,666.45 5,859,413.31 6,140,994.83 9.4%
機械、設備 6,496.00 0.00 0.00 497,382.54 470,495.36 345,975.55 0.5%
SANAA資金 0.00 0.00 0.00 636,021.82 20,324.00 0.00 0.0%
倉庫 0.00 0.00 0.00 1,212,552.23 731,269.29 995,795.01 1.5%
その他 0.00 0.00 0.00 0.00 4,805,164.19 0.00 0.0%

-7,004,337.60 -12,503,257.41 -12,627,699.85 -23,030,965.24 -23,687,515.89 -15,858,434.54

支出 電気料金 11,404,058.68 16,642,587.52 20,172,454.42 18,004,040.46 20,821,188.54 22,349,835.53

収入

支出

収支合計
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図2.1.8 ラ・セイバ市水道事業の財政状況 

 

2.1.5 SANAA未給水区域の水道事業の現状 

東部地域のSANAAからの給水が行われていない地域においては、渓流まで水汲みに行くタイプ、住民

側で渓流水から配管するタイプ、住民が自ら井戸を掘り水委員会を形成した上で給水するタイプの3タイプ

が存在し、井戸を活用するタイプの村落が最も多い。井戸水は塩分と鉄分が多く含有しており飲料水として

使用できないため、生活用水として利用しているが、皮膚病の事例があるほか、洗濯物も赤く着色してしまう

ため使用しない住民も多い。SANAA未給水地域の住民は、水道料金として、水委員会に月150HNL程度と

SANAA水道料金と同等以上を支払っている。別途、生活用、飲用水としてボトルウォーターを月に

1,000HNL程購入している状況である。 

 

表2.1.13 水委員会で管理している井戸の簡易水質検査の一例（調査団による測定） 

地区 

水質（簡易水質試験） 

電気伝導度

(μS/cm) 
pH 

鉄 

（mg/L） 

全硬度 

（mg/L） 

亜硝酸 

（mg/L） 

ビジャ・ニイン・ドス 260 6.8 2以上 20～50 0.002以下 

   ※ホンジュラス水質基準 電気伝導度：400(μS/cm)以下、pH：6.5～8.5、鉄：0.3以下、 

               全硬度400（mg/L）以下、亜硝酸：3.0（mg/L）以下 

0 

10,000,000 

20,000,000 

30,000,000 

40,000,000 

50,000,000 

60,000,000 

70,000,000 

80,000,000 

90,000,000 
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収入

支出



16 

 

            （左：数ヶ月使用、右：未使用） 

図2.1.9 SANAA未給水区域の井戸水の鉄分によって変色したバケツと採取した水 

 

2.1.6 ラ・セイバ市の飲料水供給における問題点 

（1）ラ・セイバ市全体の問題 

 1) 上水道施設全般の問題点 

・SANAAによる給水率が、46.8％と低い。 

・中部地域の高標高地域においては、日中、水圧が不足していることから時間給水を行っている。 

・乾季においては、給水量が極端に少なくなる。 

・人口増加率が3.8％と高く、将来需要量が増える可能性がある。 

 2) 水源の問題点 

・通常時においては、水源量は十分にあるものの、今後の気候変動を考慮すると、既存給水システムから

未給水エリアへの給水は困難な状況であり、新たな水源開発が急務である。 

・過剰揚水や気候変動による海面上昇・高潮などの影響により、地下水に今後海水が浸入し塩分濃度が

高くなる可能性がある。 

 3) 浄水の問題点 

・鋼製モジュール型の浄水システムが設置されているが、電力を多く消費し、経済的負担となるので、現在

は使用していない状況である。 

・取水堰からの導水を着水井で流量調整ができていない。 

・設計容量以上の原水を処理しているため、濁度の高い時は十分濁度を取れていない状況で配水を行っ

ている。 

 4) 送・配水の問題点 

・配管の老朽化が進み、漏水を含む無効水量が30％程度となっている。 

 5) 財政状況の問題点 

 ・水道メーターの設置率が低いため、定額性の料金徴収体系となっている。 

 ・電気料金を払えていない状況である。 
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（2）東部地域の問題 

 1) 上水道施設全般の問題点 

・SANAAによる給水率が、15％と低い。 

・SANAA未給水地域の多くの住民は、鉄分や塩分を多く含む井戸水を利用している。 

 2) 水源の問題点 

・地下水を主水源としており、過剰揚水や気候変動による海面上昇・高潮などの影響により、地下水に今

後海水が浸入し塩分濃度が高くなる可能性がある。 

 3) 給水の問題 

・SANAA未給水地域の住民は、水道料金を月150HNL程度とSANAA水道料金と同等以上を支払っている

他に、生活用・飲用水として買水を月1,000HNL程購入している状況である。 

 

2.1.7 衛生関連並びに水系感染症に関する問題点 （ラ・セイバ市） 

（1）水系感染症の発生状況 

 下表に水系感染症のデータを示す。このほかに、SANAAからの給水を受けていない地域は、塩分や鉄分

を多く含む井戸水を利用しており、皮膚病などの事例がある。 

 

表2.1.14 ラ・セイバ市における水系感染症（件数） 

 2012年 2013年 2014年 

下痢 赤痢 A型肝炎 下痢 赤痢 A型肝炎 下痢 赤痢 A型肝炎 

アトランティダ県 9,353 180 166 9,257 231 143 8,671 158 152 

ラ・セイバ市 5,634 61 138 5,211 46 89 5,172 37 102 

出展：ホンジュラス国保険省「水系感染症統計」 

（2）水質分析の結果 

 調査団は、既存及び新規水源と既設井戸の水を採取し、SANAAの試験室及び、現地調査時に現場で簡

易水質試験を実施した。結果を表2.1.15に示す。採取した場所は、新規水源予定地であるクジャメル川、既

存水源であるカロナ取水堰、デリシャス取水堰、ブルガリア取水堰、デリシャス取水堰、SANAAの管理してい

るラ・ペドレラ井戸、非SANAA管理のビジャ・ニイン・ドス井戸である。 

 新規水源であるクジャメル川は、降雨後の下流の水質も採取し水質分析を行ったが、濁度・色度が少し高

くなるが、「ホ」国水質基準値内であり、通常時及び降雨後も水質が良好な水源であると判断した。 

 既存の水源の水質は、採取した日が降雨後であり、濁度と色度が基準値を超えていたが、通常時の濁度

及び色度に問題なく、原水としての水質に問題はないと判断する。また、SANAAが管理している井戸につい

ても、鉄分及び塩分に問題なく、水質基準値内の水が配水されている。 

 しかし、調査時に訪問したSANAAが管理していない井戸に関しては、色度及び濁度が基準値を超えてお

り、簡易検査時には、鉄分の量が基準値を大きく超えており、鉄の匂いもしていた。飲料水・生活用水として

使用できないことから、トイレや掃除用の水としてしか使っていない状況である。 
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2.2 関連する計画 

2.2.1 開発計画の概要 

「ホ」国ではこれまで主要な経済構造改革及びPRSP(貧困削減戦略文書)の策定を完了し、2005年3月に

IMF 理事会、同年 4 月に世界銀行理事会で拡大 HIPC イニシアティブの完了時点(CP)に到達したことが承

認された。 

PRSP は「ホ」国の国家開発に係る中心的な政策として位置付けられており、具体的には、2015 年に達成

すべき目標として、以下の項目が掲げられている。 

① 貧困及び絶対貧困率を 24%削減 

② 5 歳児の就学前教育を倍増 

③ 基礎教育(6 年間)の終了率 95% 

④ 中学校教育(3 年間)の終了率 70% 

⑤ 新規の若年労働人口の 50%が中等教育を終了 

⑥ 5 歳児未満の死亡率を半減 

⑦ 5 歳児未満の栄養不良率 20%以下 

⑧ 妊産婦死亡率を半減(10 万人あたり 147 人→73 人) 

⑨ 国民の 95%が飲料水及び衛生施設にアクセス 

⑩ 女性の人間開発指数を 20%改善 

⑪ 開発戦略の持続的な実施 

⑫ 電化率 80%以上 

⑬ 人口 500 人以上のコミュニティへの電話普及率 100% 

これを踏まえ、「ホ」国政府が策定した水・衛生セクターに関する開発計画には以下のものがある。 

(1) Plan Plurianual de Ejecución de la ERP 2006-2009 (2005 年 5 月作成)  

【貧困削減戦略の実現に向けた中期計画(2006～2009)】 

本計画は貧困削減に向けた取り組みをセクター毎に取りまとめた中期計画である。この計画において、

ホ国政府は水・衛生分野のインフラ整備を重要課題の一つに位置付けており、長期的には 2015 年の上

下水道普及率を 95%に向上させることを目標に定めている。  

(2) Plan Estratégico de Modernización del Sector Agua Potable y Saneamiento (PEMAPS)  

【水衛生セクターの近代化に向けた戦略計画 (2006 年作成)】 

2003 年 10 月に制定された「水・衛生部門に関する枠組法」に基づき、上下水道事業が SANAA から地

方自治体に移管されることが定められた。これを受け、「ホ」国政府は世界銀行からの支援を受け水衛生

サービスの近代化に向けたプログラムの作成を行い、水衛生監督庁 (ERSAPS)や水衛生評議会

(CONASA)の組織強化、上下水道サービスの市への移管の手順、予算計画などのプロセスを定めた。具

体的には以下の 8 つの事項が示されている。 

① CONASA、ERSAPS の組織を強化し、SANAA を技術支援機関としての役割に変更する。 
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② SANAA のシステムを市に委譲する。 

③ セクターに対する財政メカニズムを形成する。 

④ 上下水道サービス機関としての市の能力を強化する。 

⑤ 住民参加に基づき、効果的、効率的、かつ透明性をもち地方分権の枠組みの中で市が上下水道

サービス機関として機能するための手段を作成する。 

⑥ 技術能力を標準化し向上させるための規準をセクターに提供する。 

⑦ 人的資源開発のための調整をセクターに提供する。 

⑧ 公共衛生の保全や提供サービスの品質確保に資するため、水質分析や基準に対する日常的確

認作業のための能力を開発する。 

 

「国家のビジョン2010-2038」及び「国家計画2010-2022」 

 「貧困対策」、「雇用の創出」、「産業の近代化・効率化・競争力強化」、「持続的かつ環境保全に配慮した

開発など22の項目を掲げ、地方自治体・地域住民の参加を促しつつ、地域のニーズに合ったより効果的な

開発を行うことを目標としている。 

 

2.2.2 対象案件の上位計画・関連計画 

 本プロジェクトは国家の開発計画やMDGs・貧困削減化計画に基づいた計画であることに加えて、国の政

策においても、ラ・セイバ市を含めたカリブ海に面した北部地域を観光回廊として整備する方針を打ち出し、

道路整備などに力を入れていることから、同市の開発が「ホ」国の重要課題とされている。 

 

2.2.3 対象案件に対する相手国側の緊急性・優先度 

 「ホ」国は、給水率を1990年に国民の90％に拡大することを目標として、1983年に『全国上下水道計画』を

策定した。ラ・セイバ市の給水システム改善計画も、当初から上記計画に組み込まれているプロジェクトであ

る。目標の給水率が達成されなかったため、『全国上下水道計画』は、2000年を目標に、延長継続されたが、

当案件の実施には至らなかった。 

 更には上水システムの改善は、『国家ビジョン2010-2038』、及び『国家計画2010-2022』に記載される“国

民の持続的発展”に直接結びつくものである。しかしながらラ・セイバ市においては、近年人口増加の傾向

にあるなか(年平均3.8%の人口増加率)、既存給水施設の老朽化・不備、また、市東部地域が十分な飲料水

の供給を受けていないことから、いまだに上記目標は達成できていない。 

 SANAAが同市の水道施設案件を「ホ」国の上水道施設整備案件候補として挙げており、優先度は高い。 

 

2.2.4 その他の関連する分野情報 

 BIDによるラ・セイバ市の「気候変動と水資源の統合管理への適応」の調査が行われており、気候変動に関

する問題については「ホ」国でも懸念している。特に海岸に面しているラ・セイバ市は、洪水や地下水関連に

注意を配っていく必要があり、現在約40％を地下水に依存しているため水源開発に力を入れて行く必要が

ある。 
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2.3 担当官庁と実施機関 

2.3.1 関連官庁 

経済協力案件の要請段階の意向には大統領府が関係し、実際の要請書の取りまとめや他機関との調整

は「ホ」国 外務省国際協力局が行う。 

大統領府は「ホ」国の政治経済の方向性に大きな影響を与える中枢組織であり、これまでの経済協力に

おいても大統領府の意向を確認したうえで、実際の要請が出されている。 

 

2.3.2 実施機関の組織 

（1）SANAA 

 本案件の実施機関は国家上下水道局（Servicio Autonomo Nacional de Acueductos y Alcantarillados, 

SANAA）である。SANAA は上位機関の国家上下水道委員会（Consejo Nacional de Agua Potable y 

Saneamiento, CONASA）が定めた上下水道分野の国家政策や整備戦略に基づき、全国の関連事業の運

営、管理に関する技術的な指導を行う。2003 年制定の「水・衛生分野に関する枠組法」により、地方都市

の上下水道事業を SANAA から各地方自治体に移管することとなっているが、本件対象都市ラ・セイバ市

については、現在も SANAA の管轄下にある。SANAA の組織は図 2.3.1 のとおりであり、本案件はアトラン

ティコ地区部が担当する。 

 

図 2.3.1 SANAA(全体)の組織図 

(2)ラ・セイバ市 

 ラ・セイバ市の水道は依然として、SANAAが運用しており、市役所へは所有権のみが移管されている状

況である。管轄はアトランティコ地区部のラ・セイバ支所が担当している。支所長以下、総勢108名（事務30
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名、技術7名、作業員71名）である。 

 

図2.3.2 アトランティコ地区部の組織図 

 

2.3.3 実施機関の業務 

 SANAAは「ホ」国の上下水道の運転管理を管轄するが、水源開発や水道システムの拡張などの大規模な

プロジェクトについては、開発・投資局が取りまとめている。主な役割は以下の通りである。 

 ・プロジェクトの企画、監理、促進 

 ・予算に係る各種手続き及びドナーとの調整 

 ・組織内セミナーの企画、実施 

 ・国家レベルのプログラムのフォローアップ 

市に移管された後は、技術支援および投資を行い、運用は市に任せることになる。 

 

2.4 我が国による協力の経過 

2.4.1 資金協力の経過 

「ホ」国への円借款は2001年度までの累計で343.74億円となっていたが、2002年以降の円借款は停止さ

れ、2005年には債務免除のための二国間合意が締結されている。 

我が国が「ホ」国に対して実施した上水道セクターにおける援助実績としては、表2.4.1に示す無償資金協

力案件があげられる。また、SANAAは1979年に2015年を目標年次とする水供給マスタープラン（M/P）を策
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定したが、その後の社会・経済事情の変化を受け、早期の見直しの必要性が生じたことから、1998年に日本

政府の協力を得て、M/Pの見直しと優先プロジェクトに係るフィージビリティ調査(開発調査)を実施している。 

 

表2.4.1 我が国の資金協力プロジェクトの実績           (単位：億円) 

年度 
有償資金協力 無償資金協力 技術協力 

件  名 金額 件  名 金額 件  名 金額等 

2002 なし  

ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ地域橋梁架

け替え計画(国債3/3) 
2.60 

研修員受入(130人) 

専門家派遣(18人) 

調査団派遣(42人) 

機材供与(79.18百万円) 

留学生受入(18人) 

協力隊派遣(25人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(15人) 

 

ﾁｮﾙﾃｶ･ﾊﾞｲﾊﾟｽ橋梁建

設計画(国債3/3) 
5.86 

ｸﾞｱｻｳﾚ橋架け替え計

画(国債3/3) 
1.65 

ｲﾗﾏ橋及びﾃﾞﾓｸﾗｼｱ橋

建設計画(国債3/4) 
9.97 

ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ市上水道復

旧整備計画(国債3/4) 
10.76 

第三保健地域病院網

強化計画 
9.27 

食糧増産援助 4.00 

ﾏﾇｴﾙ･ﾎﾞﾆｰｼﾞｬ国立劇

場に対する証明･音響

機材供与 

0.50 

草の根無償(13件) 0.57 

2002年度計 45.18 2002年度計 14.60 

2003 なし  

第三保健地域病院網

強化計画(2/2) 
4.67 

研修員受入(233人) 

専門家派遣(36人) 

調査団派遣(4人) 

機材供与(85.4百万円) 

留学生受入(17人) 

協力隊派遣(27人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(16人) 

 

第七保健地域地下水

開発計画 
4.16 

ｲﾗﾏ橋及びﾃﾞﾓｸﾗｼｱ橋

建設計画(国債4/4) 
0.31 

ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ市上水道復

旧整備計画(国債4/4) 
5.25 

ｾｸﾀｰ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ無償資

金協力 
5.00 

柔道連盟に対する柔

道機材供与 
0.07 

草の根･人間の安全保

障無償(14件) 
0.61 

2003年度計 25.57 2003年度計 12.79 

2004 なし - 

全国公衆衛生検査所

機材整備計画 
1.46 

研修員受入(317人) 

専門家派遣(16人) 

調査団派遣(55人) 

機材供与(47.28百万円) 

留学生受入(16人) 

協力隊派遣(49人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(15人) 

 

ｾｸﾀｰ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ無償資

金協力 
5.00 

文化･芸術･ｽﾎﾟｰﾂ省に

対するｽﾎﾟｰﾂ器材供与 
0.49 

草の根文化無償(1件) 0.05 
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年度 
有償資金協力 無償資金協力 技術協力 

件  名 金額 件  名 金額 件  名 金額等 

草の根･人間の安全保

障無償(28件) 
1.70 

2004年度計 8.70 2004年度計 11.99 

2005 債務免除 
(465.00

) 

ﾗｽ･ｵﾙﾐｶﾞｽ橋架け替え

計画(1/2) 
4.99 

研修員受入(326人) 

専門家派遣(19人) 

調査団派遣(59人) 

機材供与(47.33百万円) 

留学生受入(17人) 

協力隊派遣(34人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(18人) 

 

ｾｸﾀｰ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ無償資

金協力 
10.00 

貧困農民支援 3.90 

国立演劇学校に対す

る音響･照明･視聴覚機

材供与 

0.20 

草の根･人間の安全保

障無償(61件) 
2.97 

2005年度計 22.06 2005年度計 11.91 

2006 債務免除 
(116.33

) 

ｱｸﾞｱ･ｶﾘｴﾝﾃ橋改修計

画 
2.89 

研修員受入(224人) 

専門家派遣(18人) 

調査団派遣(66人) 

機材供与(24.92百万円) 

協力隊派遣(43人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(11人) 

 

消防機材拡充計画 8.14 

日本･中米友好橋建設

計画 
0.20 

ｻﾝ･ﾌｪﾘﾍﾟ病院整備計

画 
0.70 

草の根文化無償(1件) 0.09 

草の根･人間の安全保

障無償(36件) 
2.12 

2006年度計 14.54 2006年度計 11.64 

2007 なし - 

日本・中米友好橋建設

計画（国債1/3） 
1.91 

研修員受入(76人) 

専門家派遣(13人) 

調査団派遣(27人) 

機材供与(37.64百万円) 

協力隊派遣(33人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(7人) 

 

サン・フェリペ病院整備

計画（国債1/2） 
1.52 

テグシガルパ緊急給水

計画（1/2） 
4.86 

テグシガルパ緊急給水

計画（2/2 (詳細設

計) ） 

0.30 

ノン・プロジェクト無償

資金協力 
6.00 

グァイモン橋架け替え

計画（国債1/3） 
3.52 

貧困農民支援 3.70 

草の根・人間の安全保

障無償（24件） 
1.68 

2007年度計 23.49 2007年度計 9.82 

2008 なし - 
ｸﾞｧｲﾓﾝ橋架け替え計

画 
4.55 

研修員受入(73人) 

専門家派遣(34人) 
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年度 
有償資金協力 無償資金協力 技術協力 

件  名 金額 件  名 金額 件  名 金額等 

ｻﾝ・ﾌｪﾘﾍﾟ病院整備計

画 
7.36 

調査団派遣(27人) 

機材供与(12.23百万円) 

協力隊派遣(32人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(12人) 
ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ緊急給水計

画 
0.55 

ﾉﾝ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ無償資金

協力 
6.00 

日本・中米友好橋建設

計画 
3.46 

貧困農民支援(1件) 3.60 

草の根・人間の安全保

障無償(21件) 
1.39 

2008年度計 26.91 2008年度計 10.40 

2009 なし - 

日本中米友好橋建設

計画 
1.13 

研修員受入(33人) 

専門家派遣(35人) 

調査団派遣(2人) 

機材供与(25.01百万円) 

協力隊派遣(28人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(4人) 

 

ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ緊急給水計

画 
9.63 

ｸﾞｧｲﾓﾝ橋架け替え計

画 
1.43 

草の根・人間の安全保

障無償(22件) 
1.57 

2009年度計 13.76 2009年度計 9.67 

2010 なし - 

首都圏地滑り防止計画

(詳細設計) 
0.45 

研修員受入(44人) 

専門家派遣(39人) 

調査団派遣(13人) 

機材供与(1.70百万円) 

協力隊派遣(16人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(2人) 

 

ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ緊急給水計

画(国債3/3) 
2.94 

草の根文化無償(1件) 0.10 

草の根・人間の安全保

障無償(20件) 
1.30 

2010年度計 4.78 2010年度計 7.54 

2011 なし - 

首都圏地滑り防止計画

(国債1/3) 
4.76 

研修員受入(62人) 

専門家派遣(61人) 

調査団派遣(11人) 

機材供与(74.35百万円) 

協力隊派遣(32人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(12人) 

 
草の根・人間の安全保

障無償(20件) 
1.58 

2011年度計 6.34 2011年度計 7.83 

2012 なし - 

デモクラシア橋補修計

画 
5.20 

研修員受入(80人) 

専門家派遣(36人) 

調査団派遣(22人) 

機材供与(31.50百万円) 

協力隊派遣(18人) 

その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(4人) 

 

首都圏地滑り防止計画

(国債2/3) 
4.87 

テグシガルパ市内給水

施設小水力発電導入

計画 

9.52 

日本NGO連携無償(2

件) 
0.63 
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年度 
有償資金協力 無償資金協力 技術協力 

件  名 金額 件  名 金額 件  名 金額等 

草の根・人間の安全保

障無償(18件) 
1.45 

2012年度計 21.66 2012年度計 8.48 

2013 なし - 

首都圏地滑り防止計画

(国債3/3) 
0.90 ・「国家保健モデル」に基

づくプライマリーヘルスケ

ア体制強化プロジェクト 

・エル・カホンダム森林保

全区域のコミュニティ純

民参加型持続的流域管

理能力強化プロジェクト 

 

デモクラシア橋補修計

画(追加分) 
0.42 

日本NGO連携無償 (2

件) 
0.55 

草の根・人間の安全保

障無償(13件) 
1.00 

2013年度計 2.86 2013年度計 7.29 

2015 なし - 

コマヤグア市給水施設

拡張計画（現在、準備

調査を実施中） 

1.08   

       

出典：外務省国別データブック（2014年版） 

 

表2.4.2 水分野における過去の無償資金協力 

案件名 形態 実施年
度 

供与限度
額 

 （億円） 

案件概要 
(実施機関) 

第 2保健区農村地帯給水
計画 

無償 1993～
1994 

 2.6 深井戸 30 本の建設、掘削機井戸、140
本分のポンプ等井戸建設資機材の調
達 

（保健省） 
テグシガルパ市周辺地域
給水計画 

無償 1994～ 
1995 

9.9 深井戸22本の建設、給水車10台の調
達、配水池建設資機材の調達 

（SANAA） 
サンペドロスーラ市浄水
場整備計画 

無償 1994～ 
1996 

21.2 サンタアナ浄水場(処理量 1.5 万 m3/
日)、ピエドラス浄水場(処理量 1.0 万
m3/日)の建設 

（サンペドロスーラ市水道公社） 
テグシガルパ市上水道復
旧整備計画 

無償 1999～ 
2003 

32.0 配水池建設 21 箇所、送配水管網の復
旧・整備 14 地区及び 7 路線、3 次配水
管、給水接続管復旧工事、水道メータ
ー 及 び 漏 水 抑 制 用 機 材 の 調 達                           
(SANAA) 

テグシガルパ緊急給水計
画 
(1/2 期) 

無償 2007～ 
2009 

4.86 配水池建設(4 箇所 6 池)、配水管整備
(2 地区)、給水ｽﾃｰｼｮﾝ建設(2 箇) 

(SANAA) 
テグシガルパ緊急給水計
画 
(2/2 期) 

無償 2008～ 
2010 

13.12 配水池建設(2 箇所 3 池)、送水管整備
(13.8km)、ピカチョ浄水場拡張 

(SANAA) 
テグシガルパ市内給水施
設小水力発電導入計画 

無償 2012～ 
2015 

9.52 小水力発電所建設（2箇所：コンセプシ
オ ン 浄 水 場 及 び ピ カ チ ョ 浄 水 場 ）       
(SANAA) 
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案件名 形態 実施年
度 

供与限度
額 

 （億円） 

案件概要 
(実施機関) 

コマヤグア市給水施設拡
張計画 

無償 2015～ 1.08 準備調査実施中 

出典：ODA白書外務省 

我が国との関係と援助実績 

日本の援助実績 

（1）有償資金協力（2012 年度まで、E/N ベース）         347.74 億円 

（2）無償資金協力（2012 年度まで、E/N ベース）         752.70 億円 

（3）技術協力実績（2012 年度まで、JICA 経費実績ベース）  404.19 億円 

 

諸外国の対ホンジュラス経済協力実績（2012 年、単位：百万ドル） 

（1）米国（54.45） 

（2）カナダ（37.51） 

（3）ドイツ（23.52） 

（4）日本（22.32） 

（5）スペイン（13.37） 

 

我が国の水道事業体による協力実績 

 我が国の水道事業体による協力実績は、JICA による本邦招聘研修等が主であるが、政治体制の安定が

継続すれば、今後、現地での協力がさらに増える可能性が十分にある。 

 

2.4.2 技術協力の経過 

表2.4.3に技術プロジェクトを示した。 

表2.4.3 技術協力プロジェクトのリスト 

案 件 名 協力期間 

第7保健地域リプロダクティブヘルス向上プロジェクト 

算数指導力向上プロジェクト 

シャーガス病対策プロジェクト 

地方女性のための小規模起業支援プロジェクト 

算数指導力向上プロジェクトフェーズ2 

西部地域開発能力強化プロジェクト 

シャーガス病対策プロジェクトフェーズ2 

オランチョ県思春期リプロダクティブヘルス強化プロジェクト 

ホンジュラス共和国貧困削減戦略モニタリング人材育成プロジェクト 

地域警察活動支援プロジェクト 

地方開発のための自治体能力ｊ強化プロジェクト 

2000.4～2005.3 

2003.4～2006.3 

2003.9～2007.9 

2003.11～2006.10 

2006.4～2011.3 

2006.9～2009.2 

2008.3～2011.3 

2008.6～2012.5 

2008.10～2011.3 

2009.1～2012.12 

2011.10～2016.11 

出典：外務省国別データブック 
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2.4.3 相手国・機関による上記協力への意見 

 担当機関であるSANAAが、本案件を「ホ」国の上水道施設整備案件候補としてあげているため、優先度が

高い案件となっており、必要な協力を得ることができると考える。 

 

2.5 第三国/国際機関による協力の経過 

表2.5.1 他ドナーによる主な援助案件 

国､機関名 
形

態 
プロジェクトの内容 実施年度 概算金額 

フランス開発

庁 

(AFD) 

無償 ピカチョ系統導水管の整備 2000 
8 百万 US ﾄﾞﾙ 

(約 9 億円) 

イタリア 

開発協力総

局 

借款 
コンセプシオンダムにおける転倒ゲート据付け 

浄水場拡張、下水処理場建設 

2000～

2006 

19.4 百万ﾕｰﾛ 

(約 29 億円) 

スペイン 

国際開発庁

(AECIＤ) 

無償 
ミラ・フローレス浄水場 ユニットプラントの据付け 

（25 ㍑/秒×2 基） 
2004 

17.2 百万ﾚﾝﾋﾟｰﾗ 

(約 1 億円) 

－ 
ロス･ラウレレス浄水場 ユニットプラントの据付け 

（25 ㍑/秒×4 基）、ダムの浚渫作業 
2004 不明 

欧州連合 

(EU) 
無償 貧困地区(53)の給水施設・衛生施設の整備 

2003～

2007 

26.7 百万ﾕｰﾛ 

(約 40 億円) 

米州開発銀

行 

(BID) 

有償 市内管路整備、ポンプ施設整備 2003 
10 百万 US ﾄﾞﾙ 

(約 11 億円) 

中米経済 

統合銀行

(BCIE) 

有償 地下水開発プロジェクト(第 1 期拡張) 
2006～

2007 

64.6 百万ﾚﾝﾋﾟｰﾗ 

(約 4 億円) 

 

2.5.1 対象案件に関連する協力実績・形態 

 本案件の対象であるラ・セイバ市は「ホ」国の第三の都市であり、カリブ海に面し、「ホ」国の港湾都市でもあ

る。今後の発展が大いに期待されている地域であり、給水量の不足、浄水施設の不備、水質の問題等に直

面しているラ・セイバ市の東部地域の給水システムを改善することで、地方格差を是正し、ひいては、「ホ」国

全体の発展に寄与することもあり、優先度が高い。同市は観光にも力を入れており、上水道改善について国

際援助機関や各国政府への協力を求めている。「ホ」国は、日本が実施してきたこれまでの援助を高く評価

しており、日本の無償資金協力による実現を希望している。 

 

2.5.2 対象案件に関する要請の有無・結果 

SANAAはラ・セイバ市の給水改善に関する協力要請書を作成し、2015年5月に在「ホ」国大使館、在「ホ」

国JICA事務所へ提出し、無償資金協力における実施を打診している。また、ラ・セイバ市長も在「ホ」国大使

館を訪れて、要請を打診している。 
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2.5.3 対象案件の我が国の援助方針との整合性 

 我が国の「ホ」国への援助方針は、「ホ」国政府の「国家ビジョン2010‐2038」で掲げられた「貧困対策」、

「雇用の創出」、「産業の近代化・効率化・競争力強化」や「持続的かつ環境保全に配慮した開発」など22 

の重点項目のうち、特に地方の貧困削減や脆弱な産業構造の改善に向けた経済的・社会的格差の緩和と

自然災害に頻繁に見舞われる同国の防災に重点をおいて支援を行うことである。 

さらに、重点目標としては、国内における経済的・社会的格差が大きく、都市部と比較して地方の貧困度合

いが深刻であることから、地方経済を活性化させ深刻な貧困問題の緩和を図ること。保健医療や初等教育

の分野に対する支援の実施に努めることとされている。 

 本案件は地方都市の安定的で持続可能な経済社会開発の推進を目的とした保健医療、水道・衛生に係

る社会インフラ支援の整備事業であり、我が国の援助方針との整合性に適っている。 

 

2.5.4 対象案件と第三国/国際機関による協力とのリンケージの必要性 

 ラ・セイバ市においては、過去にスペインやペルーの援助を受け、浄水施設が建設されている。但し、スペ

インの援助により設置されたモジュール型浄水施設は、維持管理が難しく、高い電気消費を有するため、運

転を止めている。今後の使用方法について、スペインの援助機関によるフォローアップの実施等の可能性

等を含めて、考えていく必要があると思慮される。 

 

2.5.5 対象案件を第三国/国際機関が実施しない理由 

 「ホ」国政府は、国民の生活環境の改善と貧困削減を重要施策の一つに揚げ、上下水道の整備にも力を

入れており、上水道分野において安全な水の安定供給を目指すとともに、貧困者へは給水サービスの提供

を目標としている。  

 こうした流れの中、国際機関やNGOなどの他ドナーは地方部の村落レベルの衛生改善、下水処理、飲料

水確保などの支援を重視する傾向にあり、地方都市の水道システムの改修に対しては重要視していないも

のと考えられる。 

 首都圏では過去、フランスやイタリアの援助により、水源貯水池の改造や水道施設の整備が行われた。ま

た、スペインは首都圏配水管網の改善や地下水開発のほか、地方都市に対してコンパクトユニット型プラン

トをいくつも供与している。しかし、各地域の水源の特性や電力事情、運転管理能力などが十分に考慮され

ず、適性技術が導入されているとは言いがたいのが実情である。 
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第3章 指導する計画・プロジェクトに関する事項 

3.1 問題点の改善への取り組み方 

3.1.1 水道事業における問題点(国レベル)と対象案件との関係 

 水道事業が抱える国レベルの問題点の一つは、水道サービスのレベルが地域によって大きく異なることで

ある。首都圏では急速な人口増加によって水需要量が大きく伸びているにもかかわらず、利用可能な水源

水量が十分に確保できていないため、市内のほとんどで時間給水が行われている。また、1998年のハリケー

ン・ミッチは主要なインフラ施設に大きな被害を与え、上下水道の基幹施設も例外ではなかった。その後、日

本政府、世界銀行や米州開発銀行(BID)、他ドナーによる支援を受け、基幹施設の改修や拡張が行われた

結果、ようやく復興を終えた段階を迎えている。しかし、支援は大都市を中心に進められ、地方都市の必要

な施設整備が進んでいない。一般的に水道事業体の財政は厳しく、料金収入により既存施設の維持管理

費用を賄うことが精一杯であり、施設の抜本的な改善・改修にまでは手が回らないのが現状である。 

 

 「ホ」国政府は、長期的な国家開発目標として『国家ビジョン2010-2038』を掲げている。これは貧困対策、

雇用の創出、産業の近代化・効率化・競争力強化、持続的かつ環境保全に配慮した開発など22の項目を

掲げ、地方自治体・地域住民の参加を促しつつ、地域のニーズに合ったより効果的な開発を重視している。 

この基本方針の下で、安全な飲料水へのアクセスのミレニアム開発目標（MDGs）の達成に取組んでいる。 

 

3.1.2 水道事業の現状及び飲料水供給における問題点（対象地区）と対象案件との関係 

 ラ・セイバ市東部地域の飲料水供給における問題点は2.1.6に述べているが、本案件との関係について以

下に示す。 

 

表3.1.1 問題点と改善内容 

項目 問題点の概要 本案件との関係性 

上水道施設全般 SANAAによる給水率が、15％と低い。 新規浄水場の建設により、給水エ

リアの拡大及び、安全な水の供給

が可能となる。 

SANAA未給水地域の多くの住民は、鉄分や塩

分を多く含む井戸水を利用している。 

水源 地下水を主の水源としており、海岸から近い井戸

の過剰揚水や気候変動による海面上昇・高潮な

どにより、今後海水が浸入して塩分濃度が高くな

る可能性がある。 

水源の地下水から表流水への転

換が可能となり、気候変動にも対

応した浄水システムとなる。 

給水 SANAA未給水地域の住民は、水道料金を月

150HNL程度とSANAA水道料金と同等以上を支

払っている他に、生活用・飲用水として買水を月

1,000HNL程購入している状況である。 

新規浄水場ができることにより、生

活用・飲料用として使える水が現

在の水道料金と同等程度で使用

できるほか、買水コストが不要とな

り生活水準が向上する。 
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3.1.3 協力の範囲 

 日本側の協力範囲は、新規取水堰の建設、導水管敷設、小水力発電設備の設置、新規浄水場の建設、

新規配水池までの送水管、配水本管敷設である。当初の要請では、既存の浄水場内に設置されているメ

ルガル配水池まで送水管を接続し、中部地域への配水のバックアップ水源として使用する計画も含まれて

おり、将来送水管の延伸ができるような計画を配慮すべきである。新規取水堰及び新規浄水場へは、現在

工事車両等が通行できる道路が整備されていないため、アクセス道路の建設は「ホ」国側の負担工事とし

て必須となると考えられる。 

 

3.1.4 協力の形態 

 日本政府の一般無償資金協力による施設建設工事案件となることと考えられる。「ホ」国に対する我が国

の援助方針である「地方活性化施策を中核とした持続性な社会経済開発への支援」に掲げている貧困削減

に合致していることから、本案件を無償資金協力で実施することは高い意義が認められると考える。 

 

3.1.5 実施時期 

 ラ・セイバ市の近年著しい発展及び衛生環境の改善に対応するため、早急な協力実施が求められる。また、

新規取水堰、浄水場、配水池の用地などもほぼ特定されている。しかし、工事用のアクセス道路の整備が終

わらないことには、工事は開始できないため、相手負担工事の早い完成を期待する。 

表3.1.1 想定される全体工期  （単位：月） 

 

3.2 案件の目的 

3.2.1 短期的目的 

 未給水地域への給水システムを整備し、ラ・セイバ市東部地域住民に対して安全な水を安定して供給する

ことにより、また、現在約1,000HNL/月の買水代を支払っているコストを縮減することで衛生環境の改善、及び

生活環境の改善を図る。 

 

3.2.2 中・長期的目的 

 本案件では、新規の給水施設の建設と給水システムの整備を緊急的に行うものであり、中・長期的には今
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回開発予定の水源を有効活用し、既存施設の整備・拡張と併せて将来的な水需要量の増加に対応すること

が目的となる。 

 観光産業の発展に資する意味も含め、水道事業の改善は基礎インフラの一つとして最優先に取り組まれ

るべきものである。 

 

3.3 案件の内容 

3.3.1 計画の概要 

 市街地から 16km ほど東に位置したクジャメル川上流約 3km の地点に設置する取水堰から導水管を敷設

し、その下流に新規に建設する浄水場（浄水能力 250L/s）まで導水をする計画である。浄水場の手前にお

いて、その有効落差を利用した小水力発電設備を建設し、浄水場内の使用電力並びに市内にある井戸の

消費電力をすべて賄う予定としている。浄水場からは、φ600mm の送水管により東部地域に配水することを

目的として建設される 2 つの配水池（サトゥジェ、ラウレレス）まで送水される。また将来的には送水管は既存

の浄水場内に存在するメルガル配水池まで送水し、中部地域の配水のバックアップ水源として用いることが

できるように検討する。 

 図 3.3.1 計画システム図 

 

 クジャメル川水系の濁度は非常に低く、水質は良好である。SANAA の調査によると、クジャメル川水系は１

年を通して、比較的安定した水量が流れており、雨が降ったとしても濁度にそれほど変化はない。 

 また、施設完成後の現地機関による適切な浄水システムの運営維持管理は重要であり、技術指導を目的

としたソフトコンポーネントの実施を推奨する。 

 要請内容は東部地域の裨益人口約 4 万人に対しての浄水システムの構築であったが、東部地域には
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SANAA 未給水人口が約 10 万人いることから、残る約 6 万人に対する対応が不明瞭であった。また、浄水場

容量の算出根拠に給水原単位を 333L/日/人として算出していた。従って、要請された計画には裨益人口

数の不明瞭さ、給水原単位の過大使用が見られた。そこで、本調査団で精査を行いラ・セイバ市東部地域

の身の丈に合った給水原単位を SANAA の設計指針より 150 L/日/人とした。その結果、浄水場能力 250 

L/s の施設では約 11 万人への給水が可能となり、SANAA 未給水地域全域へ配水できる計算となる。つまり、

不明瞭であった残りの約 6 万人に対しても給水できることになる。従って、浄水場能力 250 L/s は妥当な規

模であると判断する。 

表3.3.1 上水道システム改善計画（要請書との比較） 

No 項目 
改善計画内容 

要請書 本調査 

（1） 取水堰の建設 新たな水源として、乾季でも豊富な水量を確保できるクジャメル川上流

に取水堰を建設する。 

（2） 導水管の敷設 取水堰から新設浄水場までの導水管敷設。φ600mm、ダクタイル鋳鉄

管、1.96km。 

（3） 小水力発電設備の設置 取水堰から浄水場までの落差を利用した小水力発電設備の設置。発

電出力は180kw。 

（4） 浄水場の建設 処理能力250L/sの浄水場の建設。 

（5） 配水池の建設 サトゥジェ配水池：3,800m3 

ラウレレス配水池：3,800m3 

サトゥジェ配水池：3,600m3 

ラウレレス配水池：3,600m3 

（6） 送水管の敷設 新規浄水場から既存浄水場までの

送水本管：φ600mm、22.83km 

本管分岐からサトゥジェ配水池まで

の送水管：φ450mm、1.5km 

本管分岐からラウレレス配水池ま

での送水管：φ450mm、2.0km 

新規浄水場から新設配水池まで

の送水本管：φ600mm、16.7km 

本管分岐からサトゥジェ配水池ま

での送水管：φ450mm、0.15km 

本管分岐からラウレレス配水池ま

での送水管：φ450mm、0.88km 

（7） 配水本管の敷設 既存配水管網までの配水本管：φ100mm、PVC、90.0km 

（8） ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ - 運営維持管理指導 

（9） 機材供与 - 水質試験機器一式 

 要請に入っている小水力発電設備に関しては、電気料金の削減のため設置することは適していると判断

するが、重要課題として考えている事項は給水改善であるため、浄水システムの建設を最優先とし、小水力

発電を本プロジェクトから外すことも考えられる。 

要請書からの変更点については、以下の通りである。 

1）配水池容量 

 配水池 2 池各 3,800m3を要請している。配水池容量の決定方法として、SANAA 設計指針に日平均給水量

の 35％以上との規定がある。その計算方法によると 5,815m3 の容量が必要となり 1 池の容量が 2,907.5 m3 と

なる。日本の水道設計指針によると、日最大給水量の 8 時間以上との規定があり、その計算方法によると

7,200m3 が必要となり 1 池の容量は 3,600m3 となる。 
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2）送水管延長 

 新規浄水場からメルガル浄水場内に設置してある既存配水池まで繋ぐ要請となっている。しかし、本計画

の目的は、ラ・セイバ市の東部地域の給水改善であり、ラウレレス配水池以降メルガル浄水場までの 6.13km

は、中部地域へのバックアップの要素であり、緊急度はあまり高くないため、本プロジェクトでは除外すること

とする。しかし、将来延伸できるような設計にするよう配慮する。 

 本管分岐から各配水池への送水管の短縮は、SANAA より入手した送水管計画縦断図を精査した結果に

よるものである。 

 

3.3.2 計画の内容・規模・数量 

 本プロジェクトの対象施設の計画内容を以下に示す。 

表 3.3.2 施設規模の設定条件（東部地域） 

項目 単位  備考 

設計浄水量 L/秒 250 要請容量 

計画日最大給水量 m3/日 21,600 1 日平均給水量×1.3 

日最大係数 - 1.3 SANAA 設計指針 

計画 1 日平均給水量 m3/日 16,615  

1 人 1 日平均使用水量 L/人・日 150 SANAA 設計指針 

給水可能人口 人 110,766  

配水池必要容量（1） m3 5,815 SANAA 設計指針（日平均給水量の 35％以上） 

配水池必要容量（2） m3 7,200 日本の設計指針（日最大給水量の 8 時間以上） 

（1）取水堰の建設 

 クジャメル川上流に新設の取水堰を建設する。現在未給水地域への水源となる。また、乾季及びカーニバ

ル時期の既存の浄水システムのバックアップにも活用できるように検討が必要である。 

 構造：鉄筋コンクリート式固定堰 

 取水量：25,900m3/日 （300L/s） 

（2）導水管の敷設 

 クジャメル取水堰から新規浄水場までの導水管を敷設する。 

 延長：1.96km 

 口径：600mm 

 材質：ダクタイル鋳鉄管 

（3）小水力発電設備の設置 

 取水堰から浄水場までの落差を利用した小水力発電設備の設置。 

 発電出力：180kw 

（4）浄水場の建設 

 東部地域へ配水するための施設。既存浄水システムのバックアップにも活用できるように検討が必要。 

 浄水能力：21,600m3 （250L/s） 
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 形式：重力式急速ろ過システム 

 構成：着水井、凝集池、傾斜板（管）式沈殿池、急速ろ過池、量水設備、塩素注入設備、薬品注入設備、

監視制御設備等 

（5）配水池の建設 

 東部地域に配水することを目的とした、2つの配水池を建設する。 

 a) サトゥジェ配水池  b) ラウレレス配水池 

 構造：鉄筋コンクリート  構造：鉄筋コンクリート 

 有効容量：3,600m3  有効容量：3,600m3 

（6）送水管の敷設 

 a)送水本管 

 新設配水池まで送水するための、送水本管。 

 延長：16.7km 

 口径：600mm 

 材質：ダクタイル鋳鉄管 

 b)送水分岐管 

 配水本管から新設配水池のサトゥジェ配水池とラウレレス配水池までの送水管。 

 ⅰ）配水本管からサトゥジェ配水池  ⅱ) 配水本管からラウレレス配水池 

 延長：0.15km    延長：0.88km 

 口径：450mm    口径：450mm 

 材質：ダクタイル鋳鉄管   材質：ダクタイル鋳鉄管 

（7）配水本管の敷設 

 既存の配水管まで接続する。 

 延長：90km 

 口径：100mm 

 材質：PVC 

 

3.3.3 専門家派遣・資機材供与等の内容・規模・数量 

 日本の技術援助によって本案件が実施される場合、水道施設が適切に運営されるには、以下の部門に対

する専門家の派遣もしくはプロジェクト方式技術協力案件による「ホ」国の技術力の向上、機材供与が望ま

れる。 

・水道事業の健全な運営 

・適切な施設の運転・維持管理 

・水資源の有効活用のための漏水削減を含む有効率の改善 

・水道メーターの設置及び料金徴収方法 
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3.3.4 概算事業費 

 過去の中南米地域における無償資金協力の実績を基に、本案件の概算事業費を表3.3.3のとおり算定し

た。 

 

表3.3.3 概算事業費 

コ ン ポ ー ネ ン ト 金額（千円） 

クジャメル川取水堰(300L/s) 42,000 

小水力発電設備（180kw） 200,000 

導水管（ダ クタイル鋳鉄管φ600mm、1.96km） 98,000 

浄水場（250L/s） 801,000 

配水池（3,600m3×2） 118,000 

送水本管（ダクタイル鋳鉄管φ600mm、16.7km） 835,000 

送水管（ダクタイル鋳鉄管φ450mm、0.15km,0.88km） 33,000 

配水本管（PVCφ100、90.0km） 329,000 

合     計 2,456,000 

 

3.4 サイトの状況 

3.4.1 位置(用地の確保、土地利用、汚染源となり得る施設等) 

 ラ・セイバ市は、「ホ」国の北部の都市であり、カリブ海に面している。首都テグシガルパから約400km離れ

た場所に位置する。 

図3.4.1 調査対象位置図 

 

ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 

ﾗ･ｾｲﾊﾞ 
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3.4.2 自然条件(特に、降水量、河川、地下水の状況など水源に関する記述など)等 

 年間の平均気温は26.0℃と比較的過ごしやすい気候である。雨季は10月から3月頃までで年間降雨量は

3,000mm程度と恵まれている。近年は、年間の降雨量が減少してきている。近年、気候変動の影響により、

山の貯水量も減少してきており、夏場の気温上昇による川の水の蒸発量の増加等の影響により、ひど酷い

時期は、川底が見えるまで水が干上がることもある。 

 

        図3.4.2 2015年の気象条件            図3.4.3 過去10年間の年間降水量の推移 

 

表3.4.3 過去10年間の月別降水量 

 

3.4.3 アクセス 

 首都テグシガルパから車で、約6時間である。路面状況は良好であり、全て舗装された道路で繋がってい

る。現在、観光回廊計画として、道路整備中であり、将来はアクセスがより良くなる。 

 

3.4.4 電力、通信手段 

近年、「ホ」国の電力需要は大きく伸びているが電力事情は不安定であり、首都圏、地方都市を問わず頻

繁に停電が発生する。 

電力使用量の削減は国家レベルの問題であり、国家予算の軽減になるだけでなく温室効果ガスの排出

削減につながることから、「ホ」国は気候変動問題に対処していくためのクールアース・パートナーシップにも

加盟している。 

携帯電話、インターネットなどの通信手段は国内に広く浸透し、ラ・セイバ市でも日常的に使うことが可能

である。 
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3.4.5 安全性 

「ホ」国においては、治安の悪化に歯止めが掛からず、各地において殺人、強盗、誘拐等の凶悪犯罪が

高い頻度で発生している。ライフラインの未整備が貧困を招いており、その貧困が治安の悪化につながって

いるおそれもあるため、ライフラインの整備は治安の改善のためにも重要課題となっている。 

ラ・セイバ市は国内有数の観光都市であり、大きな治安の悪化は見られない。近年、警察や軍による監視

体制が強化されており、治安も良くなっている。 
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第4章 指導する計画・プロジェクトの効果・インパクトに関する事項 

4. 1 案件実施の効果 

4.1.1 水道分野の現状に対する解決の程度について 

 水道分野の現状に対して、3.3.1で計画した施設規模の実施による解決の程度を表4.1.1の示す。 

表4.1.1 案件実施による解決の程度 

No. 指標 単位 実施前 

(2015年) 

完了後 

(2021年) 

備考 

1 全人口 人 219,125 274,079  

2 給水人口 人 102,545 178,988  

3 普及率 ％ 46.8 65.3  

4 給水件数(全体) 戸 20,094 35,096 1戸当たり5.1人 

5 1日生産能力 ｍ3/日 50,544 58,752 直接配水+浄水場+（井戸） 

6 1日配水能力 ｍ3/日 35,380 41,126 有効率70％ 

7 1日平均給水量 ｍ3/日 22,560 40,435  

8 1日最大給水量 ｍ3/日 29,328 52,566 1日平均給水量×1.3（SANAA基準） 

9 無収水率 ％ 30 -  

 

4.1.2 飲料水供給における問題点に対する解決の程度について 

 本案件の目的は、現在未給水地域である東部地域へ安全な飲料水を供給し、浄水システムを構築するこ

とである。 

 具体的に以下の成果が期待される。 

(1) 給水事情の改善 

 施設が整備されることにより、中・西部地域だけでなく東部地域においても浄水場にて処理された水の供

給が可能となり大幅に給水事情が改善されることとなる。将来的に送水管の延伸を行えば中部地域への乾

季等における水不足のバックアップにも利用でき、安定した水の供給が可能となる。 

(2) 維持管理コストの縮減 

 取水堰から浄水場までの落差を利用しての小水力発電の設置により、浄水場内の使用電力並びに、井戸

の消費電力を賄う計画としており、電気料金のコスト縮減や、余った電気の売電による経営の安定化につな

がる。水道における電力消費量が低減されることによって、間接的に「ホ」国の発電に係る温室効果ガス

(CO2)の排出削減効果が得られる。 

 

4.1.3 衛生関連並びに水系感染症に関する問題点に対する解決の程度について 

 未給水地域へ新規浄水場から給水が可能になれば、「ホ」国の水質基準を満たした飲料水が供給され、

鉄分や塩分の多い井戸水からの転換ができ衛生環境の改善につながる。また、水系感染症や鉄分による

皮膚病の健康被害も減少する。 
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4.2 案件実施のインパクト 

4.2.1 政治的インパクト 

 ラ・セイバ市は、観光業に力を入れており、「ホ」国の政策でも、観光回廊計画を掲げている。ラ・セイバ市

へつながる道路の整備を開始しており、観光客を誘致する上で社会基盤の要である水道施設の整備は重

要課題である。従って、当該地域の地域性からも本案件を実施することは、政治的にも大きなインパクトを与

えることができる。 

 

4.2.2 社会的インパクト 

 本案件の対象である東部地域には10万程の未給水人口が居住している。また、東部地域は住宅地かつ

市街地拡大地域である。東部地域の住民は、水質の悪い水道を利用しているため、衛生的にも問題が多く、

良好な日常生活レベルを維持することも困難となっている。本案件はまず緊急的な課題である水質改善を

実現し、地域住民に衛生的で良好な生活環境を提供することが可能であることから、地域社会へ及ぼすイ

ンパクトは大きいと言える。 

 また、現在1,000HNLの買水を購入している地区の住民に対して、本案件によりSANAAによる給水が開始

されることで、買水コストを低減でき生活環境の改善につながる。そのため、貧困者救済にもなり治安の改善

など社会的なインパクトは十分にある。 

 

4.2.3 経済的インパクト 

 「4.2.1 政治的インパクト」でも述べたが、本案件の対象地域は急激な経済的発展が期待されている。未だ

不十分な社会基盤しかない対象都市では、現状の水道サービスレベルが都市の発展の阻害要因になるこ

とは明白である。そのため、本案件を実現することは、経済的な効果はもちろん、その他分野へも波及する

大きなインパクトを与えることは明白である。 

  

4.2.4 技術的インパクト 

 取水堰の建設から導水管、浄水場建設、送水管敷設、配水池建設、配水本管敷設と一連の建設工事を

通じて、現地に対する技術的インパクトは大きいと考えられる。新設される浄水場は既存浄水場で採用され

ている急速ろ過システムであり、その構造や機能は既存施設と大きな違いはなく、運転・維持管理面におい

て「ホ」国側の技術力は十分に活用できる。水道システムの設計技術、応用能力などにおいて、日本側の協

力を通じて技術移転が進むことは、ラ・セイバ市だけでなく「ホ」国側にとっても有意義なものとなる。近年、先

進国では浄水技術が高度化し、機械設備に依存する場合が多く見られる中、基本的な浄水処理施設と効

率的な水道システムを日本側が整備することは大きなインパクトをもたらす。また、浄水処理における基本的

な知識や運転管理技能を有する技術者を育成することは、「ホ」国側にとっても十分有意義なものである。 

 また、本案件を実施することにより、給水サービスの向上や上水道事業の財政状況の改善に与える技術

的インパクトも大きい。 
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4.2.5 外交的・広報的インパクト 

 今後、急激な経済発展が期待される当該地域において、水・衛生セクターの協力を日本が実施することは、

「ホ」国の課題である経済発展や国民生活に直接働きかけることになり、日本の貢献度を一層高めることに

なる。また、日本のプロジェクトにより地域住民の生活レベルが向上することは、東部地域に居住する10万人

に留まらず、「ホ」国全土に対する波及効果を生みだすことから、外交的・広報的な大きなインパクトになる。 

 今後、観光的発展が見込まれる当該地域において、水・衛生セクターの協力を日本側が実施することは、

ラ・セイバ市における日本の存在感を高め、広報的にも大きなインパクトを与えることができると考えられる。 
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第5章 指導するプロジェクトの妥当性に関する事項 

5.1 案件を実施した場合の組織的妥当性・持続性 

 以下に示す各能力評価は、「良：3、中：2、悪：1」とし、当該市における経営の能力、施工時の能力、維持

管理の能力をそれぞれ、表5.1.1～表5.1.3に示す。 

 

5.1.1 経営における組織の能力 

表5.1.1 経営における組織の能力 

問 題 点 
程度(良⇔悪) 

説  明 
3 2 1 

組織の活気     

・ 上部機関、上司任せになっていないか  ○  
未だSANAAの組織で運営しているため、

上位部署の指示に従うことになる。 

・ あきらめ気分になっていないか ○    

上層部の姿勢     

・ 問題点を正確に把握しているか ○   

問題点は理解しているが、その解決

策を日本の援助プロジェクトに頼って

いる 

・ 将来ﾋﾞｼﾞｮﾝを持っているか ○   
市への完全移管を含めた将来像を認

識している。 

・ 自助努力の考えがあるか ○    

経営を独立して行う権限が与えられている

か 
    

・ 組織を編成する権限  ○  

未だSANAAの組織で運営しているため、

上位部署の指示に従うことになる。 
・ 職員の採用・配置の権限  ○  

・ 契約締結の権限  ○  

・ 独立会計で収入・支出を決定する権限  ○  

水道使用者の管理を行う組織が確立して

いるか 
    

・ 使用者の情報管理  ○   

・ 料金請求、徴収の管理   ○ 

水道メーターが設置されていないた

め、十分な請求、徴収の管理が出来

ているとはいえない。 

会計情報を管理し、予算・決算・長期見込

みを作成できる組織が確立しているか 
    

・ 予算・決算・長期見込み  ○  

SANAA、アトランティコ支部で財務管

理はされているが、経営改善を自ら実

施する能力は不足している。 

・ 資材(材料)管理 ○    

・ 資産(土地、施設、建物) ○    

人事を行う組織が確立しているか ○    
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5.1.2 施工時における組織の能力 

表5.1.2 施工時における組織の能力 

問 題 点 
程度(良⇔悪) 

説  明 
3 2 1 

施工を統括する部課があるか ○   

SANAAの上位部署の管轄下に入る

ため問題ない。実績はSANAA自体に

はあるが、ラ・セイバ市にはない。 

その部課に十分な発言力・権限が与えら

れているか 
○   

施工時に援助国任せにすることはないか ○   

自分たちが計画・設計・施工に参画したい

という積極性があるか 
○   

これまでに実施された類似案件の経験が

蓄積されているか 
 ○  

 

5.1.3 維持管理時における組織の能力 

表5.1.3 維持管理における組織の能力 

問 題 点 
程度(良⇔悪) 

説  明 
3 2 1 

保守管理を統括する部課があるか  ○  
アトランティコ支部に管理する部署が
ある。 

その部課に十分な発言力・権限が与えら
れているか 

 ○   

資機材を保管・供給するセンターがあるか ○   
浄水場内のストックヤードに薬品を保
管している。 

資機材は整然と保管・供給されているか ○    

修理を統括するセンター・修理工場がある
か 

  ○ 修理センターや修理工場はない。 

これまでに実施された類似案件の経験が
蓄積されているか 

 ○   

 

5.1.4 地域住民との関係 

 水道施設は地域住民にとって必要不可欠なライフラインであり、他に代替がないことから住民の関心が高

い。給水改善の解決に向け努力しているが、財政的、技術的な制約から、本プロジェクトの実施を待ってい

る状況である。そのため、水道サービスは水質の低下や低水圧・断水等による水量不足等が発生している。

東部地域の住民は、衛生的な飲料水を安定的に受け取ることを強く願っている。本案件を実施することによ

り、水質改善、給水量の増加、給水制限の解消など住民にとって大きな裨益効果がもたらされるため、本案

件に対する住民の理解と協力が得られることは明白である。 

 一方、2年ほど前からラ・セイバ市、ENEE、SANAA等が本計画の新規水源予定であるクジャメル川上流に

ダム及び水力発電の建設を計画し、一部の村落住民が反対していたという経緯がある中で、今回、我々調

査団がSANAA及びラセイバ市関係者とクジャメル川上流の調査を行ったことから、今回のプロジェクトの現
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状を照会するため、クジャメル川下流地域の一部の村落住民が、在ホンジュラス日本国大使館に抗議・陳情

行動をするという騒動が起きた。抗議については、住民に今回の調査はダムの建設は対象外であり、調査

技術支援の段階であり、何も決定していない旨を説明し、騒動は一旦治まったという経過がある。このような

騒動が起きたため、場合によっては本プロジェクトによるこれら住民への給水可能性の検討も含めクジャメル

川周辺住民の理解と合意を得ることが必要である。 

 

5.2 案件を実施した場合の財務的妥当性・持続性 

5.2.1 相手国側負担分の資金源（可能な範囲で記載すること） 

 「ホ」国側の負担工事は、取水堰建設予定地及び浄水場建設予定地までのアクセス道路の建設があるが、

資金源としては「ホ」国政府の予算が考えられるが、今後の調査により、詳細に検討される必要がある。 

 配水池の用地については、持ち主から使用の協力の承諾をもらっているので、問題ない。 

 

5.2.2 水道事業指標の現況 

 現地調査において入手できたデータを基に、ラ・セイバ市の水道事業の指標は表4.1.1で示した通りである。

取水量や処理水量さらには給水量等を確認するための流量計が十分に設置されていないため、指標が正

確とは言えない。そのため、本案件の実施に伴い、漏水等による無収水の低減策等の一環として、必要な

流量計の導入や水道メーターの設置の確立が望まれ、チェック・記録手法の確立も望まれる。 

 

5.2.3 財政収支の推移 

 「2.1.4 ラ・セイバ市の水道事業の現状 5)財政の状況」に示した通りである。支出に対して、収益が足りて

いないため赤字となっており、電気料金を支払うことができていない状況が続いている。 

 

5.2.4 財政収支の見込み 

 本案件の実施に伴い、財政状況の改善に大きく寄与することが期待されるが、どの程度改善が見込まれる

か具体的なデータは得られなかった。水道サービスの向上が図られることから、財政改善の起点となることが

期待される。水道メーター設置や流量計の整備等を行い、給水量の把握・管理を行い、専門家等を派遣し

管理指導などを行うことにより、水道事業の財政が大幅に改善されるものと思慮される。 

 

5.3 案件を実施した場合の技術的妥当性・持続性 

5.3.1 相手国側の技術水準との整合 

 本案件が実施されることで、自然流下を主体とした効率的な水道システムが構築され、技術的にも理想的

な給水条件が整備される。処理システム工程は大きく変わらないため、SANAAが現在所有している技術に

加え、適切な技術指導を行うことで新規浄水場にも十分対応が可能である。「ホ」国その他の主要都市にお

いても同様の浄水システムを導入しており、国内の技術的観点からも妥当である。 

 また、浄水場の稼動により、配水圧が適正化されるが、新たな問題として漏水の問題が懸念される。既存
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管路網の安全性、その維持管理能力の強化も併せた検討が必要である。 

 

5.3.2 要員の配置・定着状況 

 新規に浄水場を建設する場合、完成後の運転・維持管理を担当する要員の配置は不可欠である。新たな

施設に対する運転・管理では、システムの構造や管理技術の初期指導に加え管理要員の増員が必要であ

る。現在の要員の知識・経験は十分に活用し、既存浄水場との併用運転が望まれる。 

 

5.3.3 施設・機材の保守管理状況 

 本案件で計画される上水道施設は、既存施設の形態や管理内容が大きく異なることはない。現状の組織

で施設の運転・維持管理が実施されており、今後も施設の運営維持管理面で大きな問題はないと考えられ

る。また、浄水場での簡易水質検査も常時行われており、保有水質検査機材の保守状況も良好である。 

 新規水源は降雨後も大きな濁度の変化はないと考えるが、濁度に対する運転管理技術は低く、負荷が浄

水処理プロセスに大きな影響を与えることから、凝集剤の注入、フロック形成過程のモニタリングなどの技術

の向上を目的とした技術指導を行うことが望まれる。 

 

5.4 環境への配慮 

5.4.1 見込まれる環境インパクト 

 本案件で計画されている施設は、取水堰・浄水場・配水池・管敷設と新たに建設するものである。施設の建

設予定地は山間部や遊休地であり、特に希少価値のある動植物が生息している所ではない。水源の取水

に関しても、生産過程において十分な管理が行われれば、「ホ」国の環境基準を満たした取水を行い、水源

への影響についても問題ない。 

 したがって、本案件において環境インパクトは極めて少なく、問題はない。 
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5.4.2 環境影響の評価 

 本案件に関する環境・社会的影響の大きさを判断するため、以下のとおり整理した。 

第 1 項 プロジェクトの内容 

1.1 以下に掲げるセクターに該当するプロジェクトかどうか。 

 ■YES  □NO 

ＹＥＳの場合、該当するセクターをマークする。 

 □鉱山開発 □工業開発 □発電(地熱発電を含む) 

 □水力発電、ダム、貯水池  □河川と侵食管理 

 □送電線、変圧線、給電線  □道路、鉄道、橋梁 

 □空港  □港湾  ■上水道、下水・廃水処理 

 □廃棄物処理・処分  □農業(大規模な開墾、灌漑を伴うもの) 

 □林業  □水産業 □観光 

1.2 プロジェクトにおいて以下に示す要素が予定・想定されているかどうか。 

 □YES  ■NO 

ＹＥＳの場合、該当するものをマークする。 

 □大規模非自発的住民移転(規模：    世帯      人) 

□大規模地下水揚水(規模：    m3/年) 

□大規模埋立、土地造成、開墾(規模：    ha) 

□大規模森林伐採(規模：    ha) 

1.3 プロジェクト概要 

本報告書第 3 章のとおり。 

1.4 どのようにしてプロジェクトの必要性を確認したかどうか。 

現地踏査によって確認した。 

1.5 要請前に代替案を考えたかどうか。 

  □YES 

 ■NO 

1.6 要請前に必要性確認のためのステークホルダー協議を実施したかどうか。 

  ■YES(F/S 時に実施) □NO 
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  YES の場合、該当するステークホルダーをマークする。 

□関係省庁 ■地域住民 □NGO   ■その他 

第 2項 プロジェクトは新規に開始するものか、あるいは既に実施しているものかどうか。既に実施している

ものの場合、現地住民から強い苦情等を受けたことがあるかどうか。 

■新規  □既往(苦情あり)  □既往(苦情なし) 

第 3 項 環境影響評価の法律またはガイドラインの名称 

「Ley general del Ambiente y su Reglamento del Sistema Nacional de Evaluación de Impacto 

Ambiental (SINEIA)」  

(「環境影響評価システムに係る法律及び規準」 1993 年 6 月発効 2004 年改定) 

プロジェクトに関して環境影響評価(EIA、IEE 等)はボ国の制度上必要かどうか。 

□IEE のみ必要 

□IEE と EIA の両方が必要 

■EIA のみ必要 (F/S において予備診断レポートが作成されている。) 

□その他 

上記法律によれば、全てのプロジェクトの実施には事業規模・内容によって必要な手続きが定めら

れている。当制度に基づくプロジェクトのカテゴリー分類(4 段階)によれば、上水道施設の整備はそ

の規模によりカテゴリー1 又は 2 に相当するが、その判断は申請段階で SERNA が行う。 

カテゴリー1： 影響が低いもしくは軽微であるプロジェクトで、上下水道の場合、ユーザー数 1000

人以上 5000 人未満の施設が該当する。事業概要を記した申請書を SERNA に提出

し、事業登録を行う必要がある。環境調査は不要で、登録に要する期間は約 1～2

週間である。 

カテゴリー2： 影響が予測でき軽減可能なプロジェクトで、上下水道の場合、ユーザー数 5000人以

上の施設が該当する。事業概要を示した申請書に加えて、SERNA の環境評価管理

部(DECA)に登録されたコンサルタントによって作成された環境診断書(Diagnóstico 

Ambiental Cualitativo)を SERNA に提出する必要がある。環境認可に当たっては協

定書に署名することが義務付けられている。環境診断書は簡易な初期環境調査

(IEE)に相当し、認可に要する期間は約 5～6 週間である。 

第 4 項  環境影響の評価が既に実施されている場合、ホ国法制度に基づいて審査・承認を受けている

かどうか。 

 □承認済み(付帯条件なし)  ■承認済み(付帯条件あり) 

□審査中 □手続きを開始していない   □その他(下水道については承認済み) 
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第 5 項 事業対象地内または周辺域に以下に示す地域があるかどうか。 

 ■YES  □NO 

 YES の場合、該当するものをマークする。 

■国立公園、国指定の保護対象地域及びそれに準じる地域 

□原生林、熱帯林の自然林 

□生態学的に重要な生息地(サンゴ礁、マングローブ湿地、干潟等) 

□国内法、国際条約等において保護が必要とされる貴重種の生息地 

□大規模な塩類集積あるいは土壌浸食の発生する恐れのある地域 

□砂漠化傾向の著しい地域 

□考古学的、歴史的、文化的に固有の価値を有する地域 

□少数民族あるいは先住民族、伝統的な生活様式を持つ遊牧民の人々の生活区域、もしくは特

別な社会的価値のある地域 

第 6 項 プロジェクトが環境社会影響を及ぼす可能性があるかどうか。 

 □YES  ■NO  □分からない 

第 7 項 関係する主要な環境社会影響をマークし、その概要を説明する。 

 ■大気汚染   □非自発的住民移転 

■水質汚濁   □雇用や生計手段等の地域経済   

■土壌汚染   □土地利用や地域資源利用 

■廃棄物   □社会関係資本や地域の意思決定機関等の社会組織 

■騒音・振動   ■地盤沈下 

□既存の社会ｲﾝﾌﾗや社会ｻｰﾋﾞｽ □悪臭 

□貧困層・先住民族・少数民族 ■地形・地質 

□被害と便益の偏在  □底質 

□地域内の利害対立  □生物・生態系 

□ジェンダー   ■水利用 

□子供の権利   □事故 

□文化遺産   □地球温暖化 

□HIV/AIDS 等の感染症  □その他 

 【関係する環境社会影響の概要】 

第 8 項 情報公開と現地ステークホルダーとの協議 

環境社会配慮が必要な場合、JICA の環境社会配慮に関するガイドラインに従って、情報公開や

現地ステークホルダーとの協議を行うことに同意するかどうか。 

 ■YES  □NO 
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第6章 結論 

6. 1 特記すべき事項 

 新規水源開発に於いて、ダムや水力発電の計画ではない旨を理解してもらい、クジャメル川下流地域の

村落住民に対して本案件を実施することにより、水質改善、給水量の増加、給水制限の解消など住民にとっ

て大きな裨益効果がもたらされることを説明し、理解を得る必要がある。 

 

6.2 協力実施上注意すべき事項  

 本案件は、取水施設から配水本管までの建設計画であり、配管網の整備は今回の計画内容には含まれ

ていない。既存の配管網を使用することになるが、配管網の老朽化の程度によっては、水圧や給水量が増

加し漏水や管の破裂が起こる可能性があり、配管網の点検・補修等が必要であると考える。 

  

6.3 結論 

1）上位計画との整合性 

 ラ・セイバ市は「ホ」国の第三の都市でもあり、近年人口増加が進み、今後の発展が大いに期待されている

地域である。また、観光回廊として整備する方針を打ち出し、道路整備を行っている中、社会基盤の要であ

る水道施設の整備は重要課題である。東部地域への給水エリアを拡大することは、「ホ」国政府が掲げてい

る国民の生活環境の改善と貧国者救済の施策に合致していることから、本プロジェクトを実施することの妥

当性は十分にある。 

 社会基盤の要である水道施設の整備を行うことにより、生活水準が向上すると考える。その効果により東部

地域の経済発展につながり、貧困対策の一助となる。 

 

2）新規水源および施設の建設 

 既存の水源量は、乾季においては、雨季の40％程度まで減少することから、SANAA給水サービスエリアに

おいては給水量が極端に少なくなる。また、カーニバルの開催時期には観光客が多く集まり、水不足が生じ

ている。通常時の水源量は十分にあるものの、今後の気候変動などを考慮すると、既存の給水システムから

未給水エリアへの拡張は困難な状況であり、新たな水源および施設の建設が急務である。 

 

3）気候変動に対する対策 

 海岸から近く過剰揚水や気候変動による海面上昇・高潮などにより、今後海水が浸入して塩分濃度が高く

なる可能性もあることから、井戸を活用している東部地域では、地下水から表流水へと水源転換をする必要

がある。 

 

4）浄水の有効活用 

 配水管理における最も深刻な問題は、水道メーターが整備されていない点である。このため各戸で徴収請

求される水道料金は使用量に応じたものではなく、利用者は水道水量を意識せずに水道サービスを受けて

いる。こうした現状は、水道事業体の経営にとって大きな問題となっている。利用者の使用水量を正確に把

握し、浄水場における必要生産量を管理し必要以上の運転コストが発生することがないようにし、水道事業
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体としての財政面の改善をしていく必要がある。 

 本案件を通じて、水道メーターの整備が進み、料金徴収体制が改善されることで、水道事業が市へ移管し

た場合でもその財政面の基盤を整えることが容易となり、持続的な施設の管理につなげることができるように

なる。また、水量管理は水資源の有効活用といった大きな効果にもつながるため、水道メーターの整備は重

要課題であると考える。 

 

5）小水力発電による電力の確保 

 計画取水堰から計画浄水場池までは落差があるため、この導水エネルギーを利用して、小水力発電設備

を導入することで、浄水場内の消費電力や、井戸のポンプ稼働の電力に用いることにより、消費電力コストの

ゼロ化を目指す。また、余った電力は売電を行うことで、経営の安定化につながる。 

 

6:4 所感 

 本案件は、必要性及び緊急性が明確であり、周辺地域の発展にも裨益することから、プロジェクトとしての

妥当性は高いと判断される。ただし、計画の規模を日本の無償資金協力による実施に適したものにするに

は、より詳細な検討を要する必要がある。モデルケースとして、日本政府が水道施設の整備に協力すること

は非常に有意義であり、SANAAから管轄する市への移管業務の進捗に貢献するだけでなく、地方分権に

おける市の組織強化といった面でも貢献できる。更に、これまで社会資本整備が遅れてきた東部地域にお

いてこうした協力が行われることは、支援効果としても非常にインパクトがあると考えられることから本案件の

実施する意義は大きいと言える。 
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資料‐１ 調査実施日程 

 

  

日数 月／日      用         務 宿 泊 地 

１ 
1/18 

（月） 

成田発(17:00) → ヒューストン着(13:45) UA06  

ヒューストン泊 

２ 
1/19 

（火） 

ﾋｭｰｽﾄﾝ発(9:15) → ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ着(12:25) UA1540 

JICA ホンジュラス事務所、大使表敬訪問 

 

テグシガルパ泊 

３ 
1/20 

（水） 

国家上下水道公社(SANAA)本部打ち合わせ 

テグシガルパ～ラ・セイバ移動(車)  

SANAA ラ・セイバ事務所打合せ(現状説明) 

 

ラ・セイバ泊 

４ 
1/21 

（木） 
終日：現地調査 

ラ・セイバ市役所表敬訪問 

取水～浄水場予定地調査 

 

ラ・セイバ泊 

５ 
1/22 

（金）  
終日：現地調査 

SANAA ラ・セイバ事務所打合せ(案件説明) 

既存取水口・浄水場調査 

 

ラ・セイバ泊 

６ 

1/23 

（土） 終日：現地調査 

浄水場水質試験 

既存井戸調査 

新設配水池予定地調査 

 

ラ・セイバ泊 

７ 
1/24 

（日） 
終日：現地調査 

SANAA 打合せ(資料収集) 

打合せ、調査まとめ、資料整理 

 

ラ・セイバ泊 

８ 
1/25 

（月） 

SANAA 打合せ(追加資料依頼) 

ラ・セイバ～テグシガルパ移動(車)   

 

テグシガルパ泊 

９ 
1/26 

（火） 
資料整理、中間報告書作成 

 

テグシガルパ泊 

10 

1/27 

（水） 

大使館、JICA 事務所へ報告 

国家上下水道公社(SANAA)本部へ報告 

外務省へ報告 

 

テグシガルパ泊 

11 
1/28 

（木） 
テグシガルパ発(13:20)～ヒューストン着(16:25) UA1541 

 

ヒューストン泊 

12 
1/29 

（金） 
ヒューストン発(10:15) UA7937 

 

機中泊 

13 
1/30 

（土） 
→ 成田着(15:15)  

 



資料‐2 面会者リスト 

 

所属 名前 
役職 

和名 西名 

在ホンジュラス

日本国大使館 

岡田 憲治 特命全権大使 
Embajador Extraordinario y  

Plenipotenciario 

佐々木 毅 二等書記官 Segundo Secretario 

JICAホンジュ

ラス事務所 

上條 直樹 所長 Director General 

木村 聡 次長 Sub Director 

鈴木 央 所員 Jefe de Cooperación 

金山 珠実 企画調査員 Asesor de Formulacion de Proyectos 

国家上下水道 

公社 

(SANAA) 

本部 

Sr. Walter R. Pavón V 総裁 Gerente General 

Sr. Marcio Rodríguez 

Áyala 
計画部長 Gerente Division de Planeacion 

Sr. Pedro Enrique Ortiz 

Bardales 
開発・投資局 

Gerencia de Inversiones Programas y 

Proyectos 

Ing. Melvin Abel Guevara 
地域プロジェクト・

マネージャー 

Coordinador de Proyectos Regional 

DN/DA 

ラ・セイバ 

市役所 
Sr. Carlos Aguilar 市長 Alcalde de La Ceiba 

国家上下水道 

公社 

(SANAA) 

アトランティコ

支部 

Ing. Alan Mauricio 

Espinal 
支部長 

Gerente Regional del Litoral 

Atlantico 

Ing. Hector C. Lozano 職員 oficial 

Ing.Luis Fernando Velez 職員 oficial 

Ing. Pedro Enrique Ortiz 

Bardales 
職員 oficial 

外務省 

(SRECI) 

国際協力局 
Directora  Evy Gomez 二国間協力部長 

Directora de Cooperacion Bilateral 

 de la Secretaria 

 de Relaciones Exteriores  y 

Cooperacion 

  :      

 

  

 

 



 

 

資料-3 収集資料一覧表 

 

（1） 貧困削減戦略（PRSP） 

THE POVERTY REDUCTION STRATEGY PAPER 

（2） ホンジュラス共和国環境規則法令 

LEY GENERAL DEL MEDIO AMBIENTE 

（3） 国家のビジョン 2010-2038 及び国家計画 2010-2022 

REPUBLICA DE HONDURAS VISION DE PAIS 2010-2038 Y PLAN DE NACION 

2010-2022 

（4） ホンジュラス国ラ・セイバ市の気候と水資源変動への適応 

ADAPTACION AL CAMBIO CLIMATICO Y MANEJO INTEGRADO DE LOS RECURSOS 

HIDRICOS EN LA CEIBA,HONDURAS 

 









































































































 

この印刷物は、「環境物品等の調達の推進に関する基本

方針」に基づき、本文に古紙パルプ配合率 70％以上、

白色度 70％±3%の用紙を使用しています。 


